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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第９期中及び第９期においては、平成17年７月20日付で株式１株を２株に分割しております。 

３ 第10期中及び第10期においては、平成18年４月１日付で株式１株を２株に分割しております。 

４ 第10期中及び第10期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、１株当たり中間(当期)純損失であるため

記載しておりません。 

５ 純資産額の算定にあたり、第10期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

６ 第11期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

  

回次 第９期中 第10期中 第11期中 第９期 第10期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 3,932,863 4,956,153 5,016,259 9,196,560 12,487,743 

経常利益又は 

経常損失(△) 
(千円) 292,709 △557,444 △368,664 609,540 △1,053,989 

中間(当期)純利益又は 

中間(当期)純損失(△) 
(千円) 173,007 △591,937 518,080 529,186 △1,525,938 

純資産額 (千円) 2,140,807 2,809,094 2,468,202 3,410,991 1,915,930 

総資産額 (千円) 5,218,342 9,383,621 6,292,963 6,776,918 9,466,596 

１株当たり純資産額 (円) 55,095.93 32,944.23 28,087.95 80,905.88 21,975.39 

１株当たり中間(当期) 
純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(円) 4,472.45 △7,014.15 6,132.58 13,176.30 △18,072.13

潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益 
(円) 4,283.75 ― ― 12,606.29 ― 

自己資本比率 (％) 41.0 29.7 37.7 50.3 19.6 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 111,537 △768,085 △627,381 △309,602 △657,625 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △676,194 △1,177,070 2,639,289 △1,438,914 △1,886,014 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 585,534 2,149,749 △2,086,240 1,687,722 2,739,462 

現金及び現金同等物の 

中間期末(期末)残高 
(千円) 853,857 984,209 905,713 774,486 981,735 

従業員数 
(ほか、平均臨時雇用者数) 

(名) 
78 

(79) 

160 

(125) 

158 

(71) 

78 

(93) 

146 

(158) 



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第９期中及び第９期においては、平成17年７月20日付で株式１株を２株に分割しております。 

３ 第10期中及び第10期においては、平成18年４月１日付で株式１株を２株に分割しております。 

４ 第10期中及び第10期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、１株当たり中間(当期)純損失であるため

記載しておりません。 

５ 純資産額の算定にあたり、第10期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

６ 第11期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

  

回次 第９期中 第10期中 第11期中 第９期 第10期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 2,533,846 3,230,635 2,911,079 5,470,279 6,763,956 

経常利益又は 

経常損失(△) 
(千円) 235,115 △351,688 △164,880 183,714 △1,228,077 

中間(当期)純利益又は 

中間(当期)純損失(△) 
(千円) 127,456 △395,391 1,616,873 94,430 △1,643,905 

資本金 (千円) 416,415 878,539 878,539 872,442 878,539 

発行済株式総数 (株) 38,856 84,480 84,480 42,160 84,480 

純資産額 (千円) 1,614,370 2,057,500 2,425,859 2,493,396 808,986 

総資産額 (千円) 4,372,867 7,543,618 5,753,147 5,331,722 6,724,555 

１株当たり純資産額 (円) 41,547.51 24,354.89 28,715.20 59,141.29 9,576.07 

１株当たり中間(当期) 
純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(円) 3,294.90 △4,685.17 19,139.13 2,351.24 △19,469.25

潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益 
(円) 3,155.88 ― ― 2,249.52 ― 

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 1,250.00 ― 

自己資本比率 (％) 36.9 27.3 42.2 46.8 12.0 

従業員数 
(ほか、平均臨時雇用者数) 

(名) 
45 

(73) 

52 

(117) 

72 

(62) 

42 

(86) 

50 

(151) 



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、アミューズメント事業８店舗のうち５店舗を新設立会社へ会社分割し、同設立会社

の全株式を株式会社アトラスに譲渡するとともに、その他の３店舗についても、株式会社ザ・サードプラネットへ事

業譲渡いたしました。 

また、従来、事業部別セグメントのその他の事業としておりました舞台公演については、売上割合が増加してお

り、今後もこの傾向が予想されるため、舞台公演事業として区分することに変更いたしました。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

連結子会社であった株式会社マーベラス音楽出版が、平成19年４月１日付で当社と合併し消滅しております。ま

た、特定子会社であった株式会社マーベラスインタラクティブが、平成19年６月30日付で当社と合併し消滅しており

ます。この結果、当中間連結会計期間末において、当社の連結子会社は５社となりました。 

  



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 
平成19年９月30日現在 

(注) １ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

２ 臨時従業員には、アルバイト及び契約社員を含み、派遣社員を除いております。 

３ 全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。 

４ 従業員数が当中間連結会計期間において12名増加しておりますが、アミューズメント事業の事業譲渡に伴う移籍、自己都

合退職による減少があるものの、主として業容拡大に伴う増員によるものであります。 

５ 臨時従業員の平均雇用人員が当中間連結会計期間において87名減少しておりますが、主としてアミューズメント事業の事

業譲渡に伴う移籍、自己都合退職によるものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

２ 臨時従業員には、アルバイト及び契約社員を含み、派遣社員を除いております。 

３ 従業員数が当中間会計期間において22名増加しておりますが、アミューズメント事業の事業譲渡に伴う移籍、自己都合退

職による減少があるものの、主として平成19年６月30日付で連結子会社㈱マーベラスインタラクティブを吸収合併したこ

とに伴う増加によるものであります。 

４ 臨時従業員の平均雇用人員が当中間会計期間において89名減少しておりますが、主としてアミューズメント事業の事業譲

渡に伴う移籍、自己都合退職によるものであります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数 (名) 

音楽映像事業 
74

(  4) 

デジタルコンテンツ事業 
62

( 11) 

アミューズメント事業 
―

( 53) 

舞台公演事業 
―

( ―) 

全社（共通） 
22

(  3) 

合計 
158
( 71) 

従業員数 (名)
72

( 62) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当社グループを取り巻く環境におきましては、国内音楽ソフト市場は依然として縮小傾向にあるものの、有料音

楽配信市場が引き続き堅調な伸びを示しております。映像ソフト市場におきましては、レンタル用DVDの売上が上半

期としては過去最高を記録したものの、販売用DVD売上の減少により、前年同期を下回りました。国内ゲーム市場に

おきましては、前年同様に「ニンテンドーDS（Lite）」（任天堂）が高水準で市場を牽引したことに加え、「Wii」

（任天堂）や「プレイステーション・ポータブル」（ソニー・コンピュータエンタテインメント）が100万台を超え

る出荷を記録し、市場を大幅に押し上げました。 

このような状況下、当社グループでは、当中間期を新たな飛躍へ向けた中期経営計画のスタートと位置づけ、経

営効率の改善を進めております。当中間連結会計期間におきましては、連結子会社の吸収・合併や事業再編、成長

分野への積極投資やカンパニー制の導入などにより、経営効率を高めると同時に財務体質の改善に努めてまいりま

した。 

当中間連結会計期間における売上高におきましては、音楽映像事業及びアミューズメント事業において前年同期

比減となりましたが、舞台公演事業が堅調に推移したことに加え、デジタルコンテンツ事業において英国子会社

Rising Star Games Limitedを中心とした海外売上が大幅に拡大し、ほぼ前年同期並みの実績となりました。利益面

におきましては、音楽映像事業において、前連結会計年度にコンテンツ償却の前倒しを行った効果が現れたことに

加え、下期に予定していた海外への番組販売などマスターライツ資産の二次利用収入が前倒しで計上されたこと

や、マスターライツ作品のDVDリピート受注が好調に推移したこと、また、アミューズメント事業の損益が改善され

たことなどにより、利益率が改善いたしました。また、事業再編の一環といたしまして、アミューズメント事業譲

渡を完了したことにより特別利益を計上いたしました。 

この結果、当中間連結会計期間の営業成績は売上高5,016百万円（前年同期比1.2％増）、営業損失364百万円（前

年同期連結営業損失577百万円）、経常損失368百万円（前年同期連結経常損失557百万円）、中間純利益518百万円

（前年同期連結中間純損失591百万円）となりました。 

  

事業の種類別セグメントの概況は以下の通りです。 

  

① 音楽映像事業 

音楽映像事業におきましては、アニメーションを中心とした優良コンテンツの音楽・映像商品（パッケージソフ

ト）化とコンテンツの企画立案から二次利用までを行うマスターライツ（映像著作権）保有作品の製作を行って

おります。 

音 楽 

平成19年上半期（平成19年１月～平成19年６月）における国内音楽ソフト（オーディオ／音楽ビデオ合計）の総

売上高は、前年同期比６％減の1,823億円と減少、生産数も前年同期比７％減の１億5,486万枚（巻）と減少傾向

が続いております。しかしながら同期における有料音楽配信は前年同期比42％増の351億円と、昨年に引き続き堅

調な伸びを示しております。(社団法人 日本レコード協会調べ） 

このような状況下、当事業におきましては、「Yes!プリキュア５」の主題歌や、企画楽曲等を中心に商品を編成

いたしました。 

映 像 

平成19年上半期（平成19年１月～平成19年６月）の映像ソフト市場は前年同期比4.1％減の1,483億円と前年同期



を割りこみました。レンタル用DVDの売上金額が上半期の売上としては過去最高となった一方で、販売用DVDは平

成16年をピークに前年同期割れが続いています。 (社団法人 日本映像ソフト協会調べ） 

このような状況下、当事業におきましては、テレビ放映アニメ作品「この青空に約束を― ～ようこそつぐみ寮

へ～」、「セイント・ビースト 光陰叙事詩天使譚」、「School Days」、「ケンコー全裸系水泳部 ウミショー」

や、実写ドラマ作品「ハッピィ★ボーイズ」、実写映画「Academy」への出資および映像商品化を行うとともに、

前期より引き続き、「家庭教師ヒットマンREBORN!」、「ゴーストハント」、「僕等がいた」等を映像商品化いた

しました。加えて、ミュージカル「テニスの王子様」のコンサートDVDやサポーターズDVD、OVA（注）「MURDER 

PRINCESS」等の映像作品を編成いたしました。また、ミュージカル「テニスの王子様」をはじめとする各種DVDの

リピート受注が増加したことや、海外への番組販売などマスターライツの二次利用収入が下期より前倒しで計上

できたことにより、利益率が改善いたしました。 

この結果、当中間連結会計期間における音楽映像事業の営業成績は、売上高1,912百万円（前年同期比15.7％

減）、営業利益183百万円（前年同期連結営業損失287百万円）となりました。 

  
（注）OVA : Original Video Animationの略 

テレビアニメーションとは異なるオリジナルビデオ商品のこと 

  

② デジタルコンテンツ事業 

デジタルコンテンツ事業におきましては、据え置き型及び携帯型ゲーム機を中心としたデジタルエンターテイメ

ントコンテンツの企画・開発・発売を行っております。 

平成19年度上半期（平成19年４月～平成19年９月）における国内ゲーム市場規模は、ハード市場が1,432億円

（前年同期比38.3％増）、ソフトが1,598億円（前年同期比16.7％増）、ハード・ソフト合計では3,031億円（前

年同期比48.1％増）を記録し、過去最高を記録した前年同時期を上回るペースで推移しています。ハード市場

は、「ニンテンドーDS（Lite）」が354万台（前年同期比17.1％減）を販売し依然高水準で推移している他、

「Wii」が162万台（累計357万台）を販売、また「プレイステーション・ポータブル」が新モデル「PSP-2000」の

販売を機に、初の月間販売台数トップとなり上半期では119万台（前年同期比44.1％増）を販売し、市場を大幅に

押し上げる原動力となりました。ソフト市場は、前年度上半期には３タイトルあったミリオンタイトルがなかっ

たものの、10万本以上のヒット作に恵まれ、前年度の55タイトルから80タイトルと大幅に増加した結果、市場の

拡大につながりました。（株式会社エンターブレイン調べ） 

このような状況下、当事業におきましては、国内においては、当社初のプラットフォームとなるWii向けタイト

ルとして、定番タイトルである「牧場物語」シリーズの最新作「牧場物語 やすらぎの樹」を含む３タイトルを

発売、ニンテンドーDS向けタイトルといたしてましては、「川のぬし釣り こもれびの谷せせらぎの詩」等２タイ

トルを発売、プレイステーション２（ソニー・コンピュータエンタテインメント）向けソフトとしては、当社初

の集英社版権作品となる「武装錬金～ようこそ パピヨンパークへ」やグループ全社プロジェクトとして推進する

「家庭教師ヒットマンREBORN! ドリームハイパーバトル! 死ぬ気の炎と黒き記憶」をはじめ９タイトルを発売い

たしました。また、英国子会社Rising Star Games Limitedにおいて平成19年４月７日に発売した「Harvest Moon 

DS」が欧州累計50万本の受注を突破したことや、北米市場への積極的なタイトル投入により海外売上が順調に拡

大いたしました。 

この結果、当中間連結会計期間におけるデジタルコンテンツ事業の営業成績は、売上高2,431百万円（前年同期

比67.1％増）、営業損失299百万円（前年同期連結営業損失85百万円）となりました。 

  

③ アミューズメント事業 

アミューズメント事業におきましては、平成19年６月１日をもちまして、新設立会社へ５店舗を会社分割し、同

新設立会社の全株式を株式会社アトラスに譲渡いたしました。また、その他の３店舗につきましては、平成19年



８月３日をもちまして、株式会社ザ・サードプラネットへの事業譲渡を完了いたしました。 

この結果、当中間連結会計期間におけるアミューズメント事業の営業成績は、売上高468百万円（前年同期比

55.2％減）、営業利益５百万円（前年同期連結営業損失27百万円）となりました。 

  

④ 舞台公演事業 

舞台公演事業におきましては、漫画やアニメ、ゲームの人気作品を原作にした興行ビジネスを展開しておりま

す。 

当事業におきましては、横浜・大阪で開催した「ミュージカル『テニスの王子様』コンサート Dream Live 

4th」を開催し、同シリーズのコンサートといたしましては過去最高の観客動員を記録いたしました。また、前期

に引き続き公演した「ミュージカル『エア・ギア』vs. バッカス Super Range Remix」につきましても観客動員

が順調に推移いたしました。 

この結果、当中間連結会計期間における舞台公演事業の営業成績は、売上高203百万円（前年同期比9.0％増）、

営業利益38百万円（前年同期比28.8％減）となりました。 

  

所在地別セグメントの業績は、前中間連結会計期間において全セグメントの売上高にしめる「日本」の割合が

90％を超えているため、前連結会計年度から記載しております。 

日本では、ほぼ予定通り推移し、売上高は4,347百万円、営業損失143百万円となりました。 

イギリスにおいては、英国子会社Rising Star Games Limitedが順調に推移したことにより、売上高668百万円、

営業利益99百万円となりました。また、アメリカにおいては、米国子会社Marvelous Entertainment USA,Inc.が来

期以降のゲームソフトの北米発売に向けたマーケッティングリサーチを行っており、経費だけ発生したため1百万円

の営業損失となりました。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ76百万

円減少し、905百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は627百万円（前中間連結会計期間は使用した資金768百万円）となりました。 

収入の主な内訳は、税金等調整前中間純利益が586百万円、売上債権の減少額1,513百万円であり、支出の主な内

訳は、関係会社株式売却益が857百万円、未払金の減少額が805百万円、たな卸資産の増加額が776百万円、仕入債務

の減少額が421百万円であります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果得られた資金は2,639百万円（前中間連結会計期間は使用した資金1,177百万円）となりました。 

これは、主にアミューズメント事業の一部を分社化し、当該連結子会社株式の売却収入1,693百万円と、残りのア

ミューズメント事業の譲渡による収入1,020百万円等によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は2,086百万円（前中間連結会計期間は得られた資金2,149百万円）となりました。 

これは、投資活動の結果得られた資金を、主に短期借入金の返済に充てたことによるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 金額は、製造原価によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 生産高 (千円) 前年同期比 (％) 

音楽映像事業 1,552,330 △17.2 

デジタルコンテンツ事業 834,752 ＋138.6 

アミューズメント事業 － － 

舞台公演事業 － － 

合計 2,387,082 ＋7.3 

事業の種類別セグメントの名称 受注高 (千円) 前年同期比 (％) 受注残高 (千円) 前年同期比 (％) 

音楽映像事業 192,639 ＋113.5 157,512 － 

デジタルコンテンツ事業 27,123 － 4,552 △97.7 

アミューズメント事業 － － － － 

舞台公演事業 － － － － 

合計 219,763 ＋143.5 162,065 △18.4 

事業の種類別セグメントの名称 販売高 (千円) 前年同期比 (％) 

音楽映像事業 1,912,119 △15.7 

デジタルコンテンツ事業 2,431,983 ＋67.1 

アミューズメント事業 468,974 △55.2 

舞台公演事業 203,181 ＋9.0 

合計 5,016,259 ＋1.2 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

販売高 (千円) 割合 (％) 販売高 (千円) 割合 (％) 

㈱ソニー・コンピュータエン
タテインメント 

508,690 10.3 663,315 13.2 

任天堂㈱ 598,520 12.1 484,098 9.7 



３ 【対処すべき課題】 

音楽映像事業においては、販売チャネルの多様化が進む中で、映像コンテンツのマスターライツ保有を進め、原

版（盤）収益の確立に取り組んでまいります。また、子会社の株式会社デルファイサウンド、株式会社アートラン

ドと連携することによって、制作機能を強化し、品質と収益両面の向上を図ります。 

デジタルコンテンツ事業におきましては、今までのゲームソフトの概念にとらわれない幅広いユーザー向けの商

品を数多く企画し、リスクを分散しながら安定的な収益を目指します。また、定番タイトルである「牧場物語」だ

けではなく、複数のオンラインゲームを運営することによって新たなビジネス機会を創出してまいります。 

舞台公演事業におきましては、ミュージカル「テニスの王子様」の顧客数が飛躍的に増大しており、公演の安全

で円滑な運営が課題となってきております。更に、ミュージカル公演の先駆者としての地位を確固たるものにする

ために、新たな演目の公演を企画し、「テニスの王子様」に続くヒットシリーズを生み出してまいります。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

当中間連結会計期間に以下の設備を会社分割（新設分割）により新設会社に継承し、同日、当該新設会社の発行済株式のす

べてを譲渡いたしました。 
  

  

当中間連結会計期間に以下の設備を譲渡いたしました。 
  

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前連結会計年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中間連結会計

期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 
の名称 

設備の内容
帳簿価額(千円) 

従業員数
(名) 建物

アミューズメ
ント施設機器

合計 

amueつくば店 
(茨城県つくば市) アミューズメント事業 アミューズメント施設 1,751 79,255 81,007 3 

［12］
amue仙台利府店 
(宮城県宮城郡利府町) アミューズメント事業 アミューズメント施設 411 74,810 75,221 1 

［16］
amueオーロラモール東戸塚店 
(神奈川県横浜市戸塚区) アミューズメント事業 アミューズメント施設 1,037 19,833 20,871 1 

［ 5］
GAME GARAGE大宮店 
(埼玉県さいたま市大宮区) アミューズメント事業 アミューズメント施設 63,523 120,153 183,676 3 

［21］
THE 3RD PLANETフレスポ赤道店
(新潟県新潟市) アミューズメント事業 アミューズメント施設 107,046 139,270 246,317 2 

［18］

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 
の名称 

設備の内容
帳簿価額(千円) 

従業員数
(名) 建物

アミューズメ
ント施設機器

合計 

THE 3RD PLANET市川妙典店 
(千葉県市川市) アミューズメント事業 アミューズメント施設 ― 100,511 100,511 2 

［ 7］
THE 3RD PLANET仙台鈎取店 
(宮城県仙台市太白区) アミューズメント事業 アミューズメント施設 3,911 130,671 134,582 1 

［13］
THE 3RD PLANET鹿児島店 
(鹿児島県鹿児島市) アミューズメント事業 アミューズメント施設 165,906 244,007 409,913 3 

［30］



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注)１ 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

２ 提出日現在の発行数には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数

は、含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権の状況 

(平成14年６月20日定時株主総会決議による新株予約権／第２回) 

  

種類 発行可能株式総数 (株) 

普通株式 200,000 

計 200,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数 (株) 

(平成19年９月30日) 
提出日現在発行数 (株)
(平成19年12月20日) 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名 
内容 

普通株式 84,480 84,480
東京証券取引所 
市場第二部 

(注)１ 

計 84,480 84,480 ― ― 

  
中間会計期間末現在
(平成19年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日) 

新株予約権の数 (個) 32 32 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 512 512 

新株予約権の行使時の払込金額 (円) １株あたり 49,813 同左 

新株予約権の行使期間 
新株予約権発行日より２年経
過したときから、平成24年５
月31日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 (円) 

発行価格    49,813
資本組入額    24,907 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)２ (注)２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)２ (注)２ 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

― ― 



(注) １ 新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定株式数から、退職等の理由により権利を喪

失した者の新株予約権の数を減じております。 

２ 第２回新株予約権の行使の条件及び譲渡に関する事項 

 (1) 新株予約権者は、権利行使時においても当社又は当社の子会社の取締役、監査役もしくは従業員であることを要する。

ただし、当社が取締役会の決議により認めた場合については、この限りではない。 

 (2) 本件新株予約権については、譲渡、質入その他の処分は認めない。ただし、当社取締役会の承認を受けた場合には、譲

渡することができる。 

 (3) 新株予約権者が権利行使期間の初日到来前に死亡した場合は、新株予約権者の相続人はこれを行使することはできな

い。 

 (4) 新株予約権者が権利行使期間の初日到来後に死亡した場合は、新株予約権者の相続人はこれを行使することができる。

 (5) このほかの条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

３ 平成14年７月８日開催の取締役会決議により、平成14年８月１日をもって１株を２株とする株式分割を行っております。

これに伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行す

る場合の株式の発行価格及び資本組入額の調整を行っております。 

４ 平成16年３月１日開催の取締役会決議により、平成16年５月20日をもって１株を２株とする株式分割を行っております。

これに伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行す

る場合の株式の発行価格及び資本組入額の調整を行っております。 

５ 平成17年５月９日開催の取締役会決議により、平成17年７月20日をもって１株を２株とする株式分割を行っております。
これに伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入額の調整を行っております。 

６ 平成18年２月10日開催の取締役会決議により、平成18年４月１日をもって１株を２株とする株式分割を行っております。
これに伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入額の調整を行っております。 

  

 (平成16年６月23日定時株主総会決議による新株予約権／第３回) 

  

  

  
中間会計期間末現在
(平成19年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日) 

新株予約権の数 (個) 1,139 1,139 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 4,556 4,556 

新株予約権の行使時の払込金額 (円) １株当たり 76,560 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年６月24日から
平成26年６月23日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 (円) 

発行価格    76,560
資本組入額   38,280 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)２ (注)２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)２ (注)２ 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

― ― 



 (平成16年６月23日定時株主総会決議による新株予約権／第４回) 

  

(注) １ 新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定株式数から、退職等の理由により権利を喪
失した者の新株予約権の数を減じております。 

２ 第３回新株予約権の行使の条件及び譲渡に関する事項 
 (1) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社又は当社子会社の取締役、監査役もしくは従業員その他これに準ずる地

位にあることを要す。ただし、任期満了による退任、定年退職その他これに準ずる正当な理由のある場合はこの限りで
はない。 

 (2) 新株予約権の質入れ、その他の処分は認めない。 
 (3) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。 
 (4) その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 
 (5) 新株予約権を譲渡するには、当社の取締役会の承認を要する。 
 (6) 新株予約権の移転は、取得者の氏名及び住所を新株予約権原簿に記載又は記録しなければ、何人も当社に対して新株予

約権に基づく権利を主張できない。 
３ 第４回新株予約権の行使の条件及び譲渡に関する事項 
 (1) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社または当社子会社事業に関係する取引先であることを要す。 
 (2) 新株予約権の質入れ、その他の処分は認めない。 
 (3) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。 
 (4) その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 
 (5) 新株予約権を譲渡するには、当社の取締役会の承認を要する。 
 (6) 新株予約権の移転は、取得者の氏名及び住所を新株予約権原簿に記載又は記録しなければ、何人も当社に対して新株予

約権に基づく権利を主張できない。 
４ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整による１円未満

の端数は切上げる。 
    調整後払込金額＝調整前払込金額×（１／分割・併合の比率） 
  また、時価を下回る価額で新株式の発行または処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる

１円未満の端数は切上げる。 

５ 平成17年５月９日開催の取締役会決議により、平成17年７月20日をもって１株を２株とする株式分割を行っております。
これに伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入額の調整を行っております。 

６ 平成18年２月10日開催の取締役会決議により、平成18年４月１日をもって１株を２株とする株式分割を行っております。
これに伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入額の調整を行っております。 

  
中間会計期間末現在
(平成19年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日) 

新株予約権の数 (個) 16 16 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 64 64 

新株予約権の行使時の払込金額 (円) １株当たり 73,163 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年10月20日から
平成21年４月19日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 (円) 

発行価格    73,163
資本組入額   36,582 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)３ (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ (注)３ 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

― ― 

  
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

（注） 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社   1,900株 

  

年月日 
発行済株式総数 
増減数 (株) 

発行済株式総数
残高 (株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高
(千円) 

資本準備金増
減額 (千円) 

資本準備金 
残高 (千円) 

平成19年４月１日～
平成19年９月30日 

― 84,480 ― 878,539 ― 880,059

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株) 

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％) 

株式会社アミューズキャピタルイン

ベストメント 
東京都港区白金台３丁目4-12 18,400 21.78 

中山 晴喜 東京都世田谷区 16,504 19.54 

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社 
東京都港区浜松町２丁目11-3 1,900 2.25 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目6-6 1,600 1.89 

株式会社ポニーキャニオンエンター

プライズ 
東京都港区麻布台２丁目3-5 1,600 1.89 

みずほキャピタル株式会社 東京都中央区日本橋兜町4-3 1,200 1.42 

吉田 正樹 東京都渋谷区 1,000 1.18 

ステート ストリート バンク アン
ド トラスト カンパニー 505025 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A. 

850 1.01 
(常任代理人 株式会社みずほコーポ
レート銀行 兜町証券決済業務室) 

(東京都中央区日本橋兜町６番7号)

松本 慶明 東京都港区 816 0.97 

株式会社ムービック 東京都板橋区弥生町77-3 800 0.95 

株式会社東北新社 東京都港区赤坂４丁目8-10 800 0.95 

計 ― 45,470 53.82 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

  

区分 株式数 (株) 議決権の数 (個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 84,480 84,480 ― 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 84,480 ― ― 

総株主の議決権 ― 84,480 ― 

所有者の氏名 

又は名称 
所有者の住所 

自己名義所有 

株式数 (株) 

他人名義所有 

株式数 (株) 

所有株式数の 

合計 (株) 

発行済株式総数に対する 

所有株式数の割合 (％) 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

（注） 株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

月別 
平成19年 

４月 

  

５月 

  

６月 

  

７月 

  

８月 

  

９月 

最高 (円) 46,100 42,500 41,000 44,100 40,000 37,950 

最低 (円) 36,500 37,000 38,800 38,800 34,550 32,600 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び前中間会計期間(平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結会計期間(平成19年４月１日か

ら平成19年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は金融商品取引法第193

条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並びに中間財務諸表について、新日本監査法人により中間

監査を受けております。 

  

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額 (千円) 構成比

(％) 金額 (千円)
構成比
(％) 金額 (千円) 構成比

(％) 

(資産の部)                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金     984,209     905,713     981,735  

２ 受取手形及び売掛金     1,925,624     1,041,764     2,555,511  

３ たな卸資産     2,315,762     2,473,828     2,059,323  

４ 前渡金     777,635     788,766     678,128  

５ その他     498,545     287,546     464,591  

貸倒引当金     △12,351     △13,232     △16,820  

流動資産合計     6,489,427 69.2   5,484,386 87.2   6,722,471 71.0

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産 ※1 －     219,863     －    

(1) 建物   360,606     －     444,326    

(2) アミューズメント 
  施設機器   1,170,069   － 1,021,315   

(3) その他   122,364 1,653,040   － 219,863   129,912 1,595,555  

２ 無形固定資産                    

(1) のれん   317,926     247,276     282,601    

(2) その他   117,772 435,698   116,662 363,938   112,251 394,852  

３ 投資その他の資産                    

(1) 敷金保証金   361,545     161,394     374,446    

(2) その他   444,410     63,631     379,521    

貸倒引当金   △501 805,454   △250 224,774   △250 753,717  

固定資産合計     2,894,193 30.8   808,576 12.8   2,744,125 29.0

資産合計     9,383,621 100.0   6,292,963 100.0   9,466,596 100.0

           



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額 (千円) 構成比

(％) 金額 (千円)
構成比
(％) 金額 (千円) 構成比

(％) 

(負債の部)                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 買掛金     1,023,862     603,062     1,025,006  

２ 短期借入金     2,600,000     1,123,792     3,200,408  

３ 一年以内返済予定の 
  長期借入金 

    20,231     18,153     18,700  

４ 未払金     1,312,730     540,157     1,448,827  

５ 未払印税     675,818     695,067     850,001  

６ 未払法人税等     25,704     64,261     81,702  

７ 前受金     355,740     221,516     302,365  

８ 賞与引当金     82,633     70,150     48,391  

９ その他     36,452     72,617     142,153  

流動負債合計     6,133,173 65.4   3,408,778 54.2   7,117,558 75.2

Ⅱ 固定負債                    

１ 長期借入金     433,264     415,463     424,265  

２ 預り保証金     8,088     519     8,842  

固定負債合計     441,353 4.7   415,982 6.6   433,107 4.6

負債合計     6,574,526 70.1   3,824,761 60.8   7,550,665 79.8

(純資産の部)                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金     878,539     878,539     878,539  

２ 資本剰余金     880,059     880,059     880,059  

３ 利益剰余金     1,017,667     601,747     83,667  

株主資本合計     2,776,266 29.6   2,360,346 37.5   1,842,266 19.5

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１ 為替換算調整勘定     6,862     12,524     14,214  

評価・換算差額等 
合計    6,862 0.0 12,524 0.2   14,214 0.1

Ⅲ 少数株主持分     25,966 0.3   95,331 1.5   59,449 0.6

純資産合計     2,809,094 29.9   2,468,202 39.2   1,915,930 20.2

負債純資産合計     9,383,621 100.0   6,292,963 100.0   9,466,596 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額 (千円) 百分比

(％) 金額 (千円)
百分比
(％) 金額 (千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     4,956,153 100.0   5,016,259 100.0   12,487,743 100.0

Ⅱ 売上原価     4,105,470 82.8   4,044,922 80.6   10,506,890 84.1

売上総利益     850,682 17.2   971,337 19.4   1,980,852 15.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1   1,428,242 28.8   1,336,142 26.6   3,033,255 24.3

営業損失(△)     △577,560 △11.6   △364,805 △7.2   △1,052,402 △8.4

Ⅳ 営業外収益                    

１ 受取利息   173     289     529    

２ 受取配当金   220     402     222    

３ 負ののれん償却額   20,059     －     20,059    

４ 為替差益   7,054     7,293     13,332    

５ 保険解約返戻金   3,847     －     －    

６ 消耗品売却額   －     6,259     －    

７ その他   6,296 37,651 0.8 6,709 20,955 0.4 11,188 45,331 0.4

Ⅴ 営業外費用                    

１ 支払利息   9,758     24,528     39,838    

２ 株式分割費用   2,227     －     －    

３ 保険積立取崩額   5,202     －     －    

４ その他   348 17,536 0.4 286 24,814 0.5 7,080 46,918 0.4

経常損失(△)     △557,444 △11.2   △368,664 △7.3   △1,053,989 △8.4

Ⅵ 特別利益                    

１ 貸倒引当金戻入額   5,880     3,683     14,202    

２ 固定資産売却益 ※2 53,952     3,529     84,747    

３ 事業譲渡益   －     112,382     －    

４ 関係会社株式売却益   － 59,832 1.2 857,481 977,077 19.5 － 98,950 0.8

Ⅶ 特別損失                    

１ 固定資産売却損 ※3 6,957     16,517     23,060    

２ 固定資産除却損 ※4 22,790     5,284     23,250    

３ 減損損失 ※5 －     －     102,633    

４ フランチャイズ契約 
解約違約金 

  －     －     153,743    

５ 契約金、保証金 
解約損 

  －     －     66,858    

６ 出店契約金不返還額   3,916 33,664 0.7 － 21,801 0.5 － 369,547 3.0

税金等調整前中間 
純利益又は税金等 
調整前中間(当期) 
純損失(△) 

   △531,276 △10.7 586,610 11.7   △1,324,586 △10.6

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額 (千円) 百分比

(％) 金額 (千円)
百分比
(％) 金額 (千円) 百分比

(％) 
法人税、住民税 
及び事業税   5,879   32,648 111,871   

法人税等調整額   60,688 66,568 1.3 － 32,648 0.7 61,903 173,774 1.4

少数株主利益又は 



損失(△) 
    △5,906 △0.1   35,882 0.7   27,577 0.2

中間純利益又は中間 
(当期)純損失 (△)     △591,937 △11.9   518,080 10.3   △1,525,938 △12.2

           



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(千円) 872,442 873,961 1,662,305 3,408,708 

中間連結会計期間中の変動額         

 新株の発行 6,097 6,097   12,195 

 剰余金の配当（注）     △52,700 △52,700 

 中間純損失     △591,937 △591,937 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) 

        

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円) 

6,097 6,097 △644,637 △632,442 

平成18年９月30日残高(千円) 878,539 880,059 1,017,667 2,776,266 

  
評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
為替換算調整勘定 評価・換算差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) 2,282 2,282 31,872 3,442,864 

中間連結会計期間中の変動額         

 新株の発行       12,195 

 剰余金の配当（注）       △52,700 

 中間純損失       △591,937 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) 4,579 4,579 △5,906 △1,326 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円) 4,579 4,579 △5,906 △633,769 

平成18年９月30日残高(千円) 6,862 6,862 25,966 2,809,094 



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成19年３月31日残高(千円) 878,539 880,059 83,667 1,842,266 

中間連結会計期間中の変動額         

 中間純利益     518,080 518,080 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) 

        

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円) 

－ － 518,080 518,080 

平成19年９月30日残高(千円) 878,539 880,059 601,747 2,360,346 

  
評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
為替換算調整勘定 評価・換算差額等合計 

平成19年３月31日残高(千円) 14,214 14,214 59,449 1,915,930 

中間連結会計期間中の変動額         

 中間純利益       518,080 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △1,690 △1,690 35,882 34,191 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円) △1,690 △1,690 35,882 552,271 

平成19年９月30日残高(千円) 12,524 12,524 95,331 2,468,202 



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(千円) 872,442 873,961 1,662,305 3,408,708 

連結会計年度中の変動額         

 新株の発行 6,097 6,097   12,195 

 剰余金の配当（注）     △52,700 △52,700 

 当期純損失     △1,525,938 △1,525,938 

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額) 

        

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) 

6,097 6,097 △1,578,638 △1,566,442 

平成19年３月31日残高(千円) 878,539 880,059 83,667 1,824,266 

  
評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
為替換算調整勘定 評価・換算差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) 2,282 2,282 31,872 3,442,864 

連結会計年度中の変動額         

 新株の発行       12,195 

 剰余金の配当（注）       △52,700 

 当期純損失       △1,525,938 

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額) 11,931 11,931 27,577 39,508 

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) 11,931 11,931 27,577 △1,526,933 

平成19年３月31日残高(千円) 14,214 14,214 59,449 1,915,930 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

    
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額 (千円) 金額 (千円) 金額 (千円) 

Ⅰ  営業活動によるキャッシュ・フロー         

１ 税金等調整前中間純利益又は 
  税金等調整前中間(当期)純損失(△) 

  △531,276 586,610 △1,324,586 

２ 減価償却費   360,823 175,958 908,549 

３ 減損損失   － － 102,633 

４ 映像コンテンツ償却   659,741 341,726 1,285,016 

５ のれん償却額   7,313 35,325 42,638 

６ 長期前払費用償却額   3,283 － 9,283 

７ 賞与引当金の増加(減少△)額   34,043 21,758 △198 

８ 貸倒引当金の減少額   △5,669 △3,587 △1,451 

９ 受取利息   △173 △289 △529 

10 支払利息   9,758 24,528 39,838 

11 為替差損(差益△)   △549 － 504 

12 映像コンテンツの評価損   356,600 20,722 1,057,171 

13 デジタルコンテンツの評価損   － － 53,308 

14 固定資産売却益   △53,952 △3,529 △84,747 

15 固定資産売却損   6,957 16,517 23,060 

16 固定資産除却損   22,790 5,284 23,250 

17 事業譲渡益   － △112,382 － 

18 関係会社株式売却益   － △857,481 － 

19 売上債権の減少(増加△)額   △51,905 1,513,747 △681,792 

20 たな卸資産の増加額   △2,557,184 △776,955 △3,679,899 

21 仕入債務の増加(減少△)額   337,590 △421,944 338,734 

22 未払金の増加(減少△)額   464,760 △805,839 693,900 

23 未払印税の増加(減少△)額   81,032 △154,934 255,216 

24 未払消費税等の増加(減少△)額   － 2,332 △4,544 

25 その他流動資産の減少額   383,254 14,265 595,074 

26 その他流動負債の減少額   △262,712 △177,416 △196,751 

27 その他   4,025 18,544 53,595 

小計   △731,448 △537,038 △492,723 

28 利息の受取額   173 289 529 

29 利息の支払額   △13,641 △27,528 △44,127 

30 法人税等の支払額   △23,168 △63,103 △121,303 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △768,085 △627,381 △657,625 

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー         

１ 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の

  取得による支出 
  △146,042 － △146,042

２ 連結子会社の売却による収入   － 1,693,599 － 

３ 事業譲渡による収入   － 1,020,438 － 

４ 有形固定資産の取得による支出   △803,592 △200,864 △1,508,004 

５ 有形固定資産の売却による収入   123,884 90,516 130,803 

６ 無形固定資産の取得による支出   △7,983 △19,242 △15,909 

７ 長期前払費用の増加による支出   △18,000 － △22,000 

８ 匿名組合精算金受入による収入   11,907 － 11,907 



  

  
  

    
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額 (千円) 金額 (千円) 金額 (千円) 

９ 敷金保証金の増加による支出   △38,726 △1,942 △70,648 

10 敷金保証金の減少による収入   34,304 51,272 53,326 

11 貸付けによる支出   △346,740 △1,898 △352,227 

12 貸付金の回収による収入   6,822 10,261 24,930 

13 預り保証金の返還に伴う支出   △1,458 △3,791 △4,603 

14 預り保証金の受入に伴う収入   5,600 1,200 9,500 

15 その他   2,952 △260 2,952 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,177,070 2,639,289 △1,886,014 

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー         

１ 短期借入れによる収入   3,000,000 625,792 5,900,845 

２ 短期借入金の返済による支出   △1,200,000 △2,702,408 △3,500,436 

３ 長期借入による収入   400,000 － 400,000 

４ 長期借入金の返済による支出   △10,238 △9,348 △20,769 

５ 株式の発行による収入   12,086 － 12,082 

６ 配当金の支払額   △52,097 △276 △52,258 

財務活動によるキャッシュ・フロー   2,149,749 △2,086,240 2,739,462 

Ⅳ  現金及び現金同等物に係る換算差額   5,129 △1,690 11,426 

Ⅴ  現金及び現金同等物の増加(減少△)額   209,723 △76,022 207,249 

Ⅵ  現金及び現金同等物の期首残高   774,486 981,735 774,486 

Ⅶ  現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高   984,209 905,713 981,735 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 ７社 

連結子会社の名称 

㈱マーベラス音楽出版 

㈱マーベラスインタラクテ

ィブ 

Rising Star Games Limited 

㈱デルファイサウンド 

Marvelous Entertainment 

USA,Inc. 

㈱ランタイム 

㈱アートランド 

すべての子会社を連結してお

ります。 

上記のうち、㈱ランタイムと

㈱アートランドについては当中

間連結会計期間において全株式

を取得したため、連結の範囲に

含めております。 

１ 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 ５社 

連結子会社の名称 

Rising Star Games Limited 

㈱デルファイサウンド 

Marvelous Entertainment 

USA,Inc. 

㈱ランタイム 

㈱アートランド 

すべての子会社を連結してお

ります。 

従来、連結子会社であった㈱

マーベラス音楽出版と㈱マーベ

ラスインタラクティブは、当中

間連結会計期間において、吸収

合併したため、消滅しておりま

す。 

１ 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 ７社 

連結子会社の名称 

㈱マーベラス音楽出版 

㈱マーベラスインタラクテ

ィブ 

Rising Star Games Limited 

㈱デルファイサウンド 

Marvelous Entertainment 

USA,Inc. 

㈱ランタイム 

㈱アートランド 

すべての子会社を連結してお

ります。 

上記のうち、㈱ランタイムと

㈱アートランドについては当連

結会計年度において全株式を取

得したため、連結の範囲に含め

ております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

非連結子会社及び関連会社が

ないため、持分法の適用はあり

ません。 

２ 持分法の適用に関する事項 

同左 

２ 持分法の適用に関する事項 

同左 

３ 連結子会社の中間決算日等に関 

  する事項 

連結子会社のうち、㈱ランタ

イムの中間決算日は12月31日で

あります。 

なお、中間連結決算日現在で

中間決算に準じた仮決算を行っ

た中間財務諸表を基礎としてお

ります。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関 

  する事項 

連結子会社の中間決算日は、

中間連結決算日と一致しており

ます。 

３ 連結子会社の事業年度等に関す 

  る事項 

連結子会社の決算日は、連結

決算日と一致しております。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評 

  価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評 

  価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評 

  価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

②   ――――― ②デリバティブ 

時価法 

②デリバティブ取引により生じ 

 る債権 

時価法 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

③たな卸資産 

ａ 製品及び原材料 

移動平均法による原価法 

ｂ 仕掛品 

個別法による原価法 

ｃ 映像コンテンツ 

見積回収期間にわたる月次

均等償却 

なお、映画に関しては劇

場上映時と映像化商品発売

時の予想収益に応じて按分

し、それぞれ収益獲得時に

一括償却しております。 

ｄ デジタルコンテンツ 

個別法による原価法 

ｅ 貯蔵品 

最終仕入原価法 

(2) 重要な減価償却資産の減価償 

  却方法 

①有形固定資産 

定率法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

アミューズメント施設機器 

２年から３年 

ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物附属

設備は除く）については、定

額法によっております。 

また、取得価額が10万円以

上20万円未満の資産について

は、３年均等償却によってお

ります。 

③たな卸資産 

ａ 製品及び原材料 

同左 

ｂ 仕掛品 

同左 

ｃ 映像コンテンツ 

同左 

  

  

  

  

  

  

ｄ デジタルコンテンツ 

同左 

ｅ 貯蔵品 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償 

  却方法 

①有形固定資産 

定率法を採用しておりま

す。ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物（建物附

属設備は除く）については、

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

工具器具備品 

４年から15年 

③たな卸資産 

ａ 製品及び原材料 

同左 

ｂ 仕掛品 

同左 

ｃ 映像コンテンツ 

同左 

  

  

  

  

  

  

ｄ デジタルコンテンツ 

同左 

ｅ 貯蔵品 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償 

  却方法 

①有形固定資産 

定率法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

アミューズメント施設機器 

２年から３年 

ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物附属

設備は除く）に関しては定額

法を採用しております。 

また、取得価額が10万円以

上20万円未満の資産について

は、３年均等償却によってお

ります。 

②無形固定資産 

定額法を採用しておりま

す。 

なお，自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっておりま

す。 

ただし、市場販売目的ソフ

トウェアについては、見込販

売収益に基づく償却方法によ

っております。 

②無形固定資産 

同左 

  

②無形固定資産 

同左 

  

③長期前払費用 

均等償却によっておりま

す。 

なお、償却期間について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっておりま

す。 

③   ――――― 

  

③   ――――― 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

②賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給

に充てるため、支給見込額の

うち当中間連結会計期間に負

担すべき金額を計上しており

ます。 

②賞与引当金 

同左 

  

  

  

②賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給

に充てるため、支給見込額の

うち当期に負担すべき金額を

計上しております。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

金利スワップは、特例処理

の要件を満たしておりますの

で、特例処理を採用しており

ます。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金の利息 

③ヘッジの方針 

当社グループは、借入金の

金利変動リスクを回避する目

的で金利スワップ取引を行っ

ており、ヘッジ対象の識別は

個別契約毎に行っておりま

す。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

③ヘッジの方針 

同左 

  

  

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

③ヘッジの方針 

同左 

  

  

  

  



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

④ヘッジ有効性評価の方法 

リスク管理方針に従って、

以下の条件を満たす金利スワ

ップを締結しております。 

Ⅰ 金利スワップの想定元本

と長期借入金の元本金額が

一致している。 

Ⅱ 金利スワップと長期借入

金の契約期間及び満期が一

致している。 

Ⅲ 長期借入金の変動金利の

インデックスと金利スワッ

プで受払いされる変動金利

のインデックスが、みずほ

CB TIBOR(3ヶ月物)＋0.8％

で一致している。 

Ⅳ 長期借入金と金利スワッ

プの金利改定条件が一致し

ている。 

Ⅴ 金利スワップの受払い条

件がスワップ期間を通じて

一定である。 

従って、金利スワップの

特例処理の要件を満たして

いるので中間決算日におけ

る有効性の評価を省略して

おります。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

従って、金利スワップの

特例処理の要件を満たして

いるので決算日における有

効性の評価を省略しており

ます。 

(6) その他中間連結財務諸表作成 

  のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっておりま

す。 

(6) その他中間連結財務諸表作成 

  のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式に

よっております。 

(6) その他連結財務諸表作成のた 

  めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計 

  算書における資金の範囲 

手元現金、要求払預金及び取

得日から３ヶ月以内に満期日の

到来する流動性の高い、容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資でありま

す。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計 

  算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書 

  における資金の範囲 

同左 



会計処理の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月9日 企業会計基準第5

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月9日 企業会計基準適用指針第

8号）を適用しております。 

なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は2,783,128千円であ

ります。 

  

中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。 

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月9日 企業会計基準第5号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準適用指針第8

号）を適用しております。 

なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は1,856,480千円であ

ります。 

  

連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計年度における連結財務諸

表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。 



表示方法の変更 

  

  

  

追加情報 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

（中間連結損益計算書） 

前中間連結会計期間において、営業外費用に区分掲記

しておりました「新株発行費」は、営業外費用の100分

の10以下となったため、当中間連結会計期間において

「その他」に含めて表示しております。 

前中間連結会計期間において、営業外収益に掲記して

おりました「連結調整勘定償却額」は、当中間連結会計

期間から「負ののれん償却額」として表示しておりま

す。 

  

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

前中間連結会計期間において、営業活動によるキャッ

シュ・フローに掲記しておりました「連結調整勘定償却

額」は、当中間連結会計期間から「のれん償却額」及び

「負ののれん償却額」を相殺のうえ、「のれん償却額」

として表示しております。 

前中間連結会計期間において、営業活動によるキャッ

シュ・フローに区分掲記しておりました「新株発行費」

は、金額的重要性が乏しくなったため、当中間連結会計

期間において「その他」に含めて表示しております。 

（中間連結貸借対照表） 

前中間連結会計期間において、有形固定資産に区分掲

記しておりました「建物」は重要性が低く、また「アミ

ューズメント施設機器」は残高が零となったため、「そ

の他」を含めて、当中間連結会計期間においては「有形

固定資産」として表示しております。 

なお、当中間連結会計期間の有形固定資産に含まれる

当該金額は、次の通りであります。 

建物           77,176千円 

アミューズメント施設機器   －千円 

その他          142,686千円 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（ゲームソフトの会計処理） 

外部委託のゲームソフトの制作費

については、従来ソフトウェアと認

識し、研究開発費等に係る会計基準

に従い、研究開発費として処理して

おりましたが、家庭用ゲーム機の高

性能化、多機能化に伴い、ゲームソ

フト製品化決定プロセスや外部委託

内容を見直したところ、映像、音

楽、音声等のコンテンツとして分類

されるものの重要性が大きくなって

きており、今後もこの傾向が強まる

ため、当中間連結会計期間より制作

に着手したゲームソフトからコンテ

ンツと認識し、コンテンツとしての

会計処理（制作に係る支出額をたな

卸資産に計上し、発売時に売上原価

に振替える処理）を適用しておりま

す。 

――――― （ゲームソフトの会計処理） 

外部委託のゲームソフトの制作費

については、従来ソフトウェアと認

識し、研究開発費等に係る会計基準

に従い、研究開発費として処理して

おりましたが、家庭用ゲーム機の高

性能化、多機能化に伴い、ゲームソ

フト製品化決定プロセスや外部委託

内容を見直したところ、映像、音

楽、音声等のコンテンツとして分類

されるものの重要性が大きくなって

きており、今後もこの傾向が強まる

ため、当連結会計年度より制作に着

手したゲームソフトからコンテンツ

と認識し、コンテンツとしての会計

処理（制作に係る支出額をたな卸資

産に計上し、発売時に売上原価に振

替える処理）を適用しております。 

――――― ――――― （アミューズメント事業部門の一部

事業譲渡） 

    当社は平成19年3月20日開催の取締

役会において、平成19年7月1日を目

途にアミューズメント部門の一部を

事業譲渡することを決議しました。 



  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  １ 当該事業の譲渡の目的 

当社は総合エンターテイメント

企業を目指して、音楽映像事業、

デジタルコンテンツ事業、アミュ

ーズメント事業を3本柱として事業

展開して参りましたが、当社グル

ープとして今後の更なる成長を実

現するために、音楽映像事業並び

にデジタルコンテンツ事業へ経営

資源を集中させる必要があると判

断し、アミューズメント事業部門

の3店舗を株式会社ザ・サードプラ

ネットへ譲渡することに致しまし

た。これにより、財務体質を強化

するとともに、市場における優位

性の確保を図り、企業価値の向上

を目的としております。 

  ２ 当該事業の譲渡先 

(1)名称 

株式会社ザ・サードプラネット 

(2)住所 

横浜市都筑区中川中央1-25-1 

(3)代表者の氏名 

代表取締役社長 長野 和史 

(4)資本金 

273百万円 

(5)事業の内容 

アミューズメント施設運営 

    ３ 当該事業譲渡の内容 

(1)事業譲渡する事業内容 

アミューズメント施設運営 

(2)譲渡する事業の規模 

売上高129百万円 

（平成18年3月期） 

※ 譲渡対象の3店舗中2店舗

は、平成18年4月以降に営

業を開始しております。 

(3)譲渡価額   未定 

(4)譲渡の日程 

①事業譲渡承認取締役会 

平成19年3月20日 

（なお、本件事業譲渡は会社

法第467条の規定に基づき株主

総会の承認を得ないで行いま

す。） 

②基本合意書締結 

平成19年3月20日 

③事業譲渡契約締結   未定 

④事業譲渡日      未定 
――――― ――――― （連結子会社との合併） 

    当社は平成19年3月20日開催の取

締役会において、平成19年6月30日

を効力発生日として当社の特定子

会社である株式会社マーベラスイ

ンタラクティブを吸収合併するこ

とを決議し、平成19年3月20日に合

併契約書を締結いたしました。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

    １ 当該吸収合併の目的 

    当社と特定子会社である株式会

社マーベラスインタラクティブが

経営統合することで、内部統制の

観点からの効率的業務の運営およ

び音楽・映像とゲームの更なる融

合、各部門のシナジー効果の向上

を図るため、合併するものであり

ます。 

    ２ 合併に関する事項 

    (1)当該吸収合併の相手会社の商

号、本店の住所地、代表者の氏

名、資本金、純資産の額、総資

産の額、売上高、当期純利益お

よび事業の内容 

①商号 

株式会社マーベラスインタラ

クティブ 

②本店の所在地 

東京都渋谷区恵比寿4-20-3 

③代表者の氏名 

和田 康宏 

④資本金 

100百万円 

⑤純資産の額 

1,086百万円 

(平成19年3月31日現在) 

⑥総資産の額 

3,071百万円 

(平成19年3月31日現在) 

⑦売上高 

3,997百万円(平成19年3月期) 

⑧当期純利益 

130百万円(平成19年3月期) 

⑨事業の内容 

家庭用ゲームソフトの企画・

開発・制作・発売 

    (2)当該吸収合併の方法 

    当社を存続会社とする吸収合併

方式（会社法第784条第1項に定め

る簡易合併）とし、株式会社マー

ベラスインタラクティブは解散い

たします。 

また、当社は株式会社マーベラ

スインタラクティブの全株式を所

有しており、合併による新株式の

発行および合併交付金の支払は行

いません。 

――――― （償却可能限度額の会計処理） ――――― 

  平成19年３月31日以前に取得した

減価償却資産については、償却可能

限度額まで償却が終了した翌年から

５年間で備忘価格が１円になるまで

均等償却する方法によっておりま

す。 

なお、当該変更に伴う損益に与え

る影響は、軽微であります。 

  



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 
 

  

(中間連結損益計算書関係) 
 

  

前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 

(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

1,471,441千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

241,352千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

1,723,173千円

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は次のとおり

であります。 

広告宣伝費 671,497千円

従業員給与・
賞与 

177,742千円

賞与引当金 
繰入額 

51,332千円

研究開発費 1,000千円

※１ 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は次のとおり

であります。 

広告宣伝費 512,175千円

従業員給与・
賞与 

203,696千円

賞与引当金
繰入額 

46,762千円

※１ 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は次のとおり

であります。 

広告宣伝費 1,451,679千円

従業員給与・
賞与 

438,682千円

賞与引当金
繰入額 

35,699千円

研究開発費 6,392千円

※２ 固定資産売却益の内訳 

アミューズメ
ント施設機器 

52,824千円

その他(車両運
搬具) 

1,127千円

計 53,952千円

※２ 固定資産売却益の内訳 

アミューズメ
ント施設機器

3,529千円

※２ 固定資産売却益の内訳 

アミューズメ
ント施設機器 

83,619千円

その他(車両運
搬具) 

1,127千円

計 84,747千円

※３ 固定資産売却損の内訳 

アミューズメ
ント施設機器 

6,957千円

※３ 固定資産売却損の内訳 

アミューズメ
ント施設機器

16,517千円

※３ 固定資産売却損の内訳 

アミューズメ
ント施設機器 

23,060千円

※４ 固定資産除却損の内訳 

アミューズメ
ント施設機器 

422千円

その他(ソフト
ウェア等) 

22,367千円

計 22,790千円

※４ 固定資産除却損の内訳 

アミューズメ
ント施設機器

4,928千円

電話加入権 356千円

計 5,284千円

※４ 固定資産除却損の内訳 

アミューズメ
ント施設機器 

883千円

その他(ソフト
ウェア等) 

22,367千円

計 23,250千円

――――― ――――― ※５ 減損損失 

当社は、以下の資産について減損

損失を計上しました。 

用途 種類 場所 
金額 
(千円) 

アミュー
ズメント
施設 

建物付属
設備 

千葉県
市川市 

 
95,145

アミュー
ズメント
施設 

アミュー
ズメント
施設機器 

新潟県 
新潟市 

7,488

合計 102,633

    （経緯） 

会社分割によるアミューズメン

ト事業部門の一部分社化並びに新

設株式会社の株式譲渡、及びアミ

ューズメント事業部門の一部事業

譲渡が確定したため、再利用可能

な資産を除いた帳簿価額を回収可

能額まで減額し、当該減少額を減

損損失として認識しました。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

    （グルーピングの方法） 

当社は減損の兆候を把握するに

当たり、処分予定資産を除き、事

業部門を基準とした管理会計上の

区分に従ってグルーピングを行っ

ております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

使用価値を零として算定 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次の通りであります。 

 株式分割による増加          42,160株 

 ストック・オプションの行使による増加   160株 

  

２ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 株式分割による新株の発行による増加  42,160株 

 新株予約権の権利行使による新株の発行による増加  160株 

  

２ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  
 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

当連結会計年度に属する配当は、無配のため該当事項はありません。 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 42,160 42,320 － 84,480 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 
定時株主総会 

普通株式 52,700 1,250 平成18年３月31日 平成18年６月26日 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 84,480 － － 84,480 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 42,160 42,320 － 84,480 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 
定時株主総会 

普通株式 52,700 1,250 平成18年３月31日 平成18年６月26日 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成18年９月30日現在) 

現金及び預金勘定 984,209千円

現金及び現金 
同等物 

984,209千円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成19年９月30日現在) 

現金及び預金勘定 905,713千円

現金及び現金
同等物 

905,713千円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

(平成19年３月31日現在) 

現金及び預金勘定 981,735千円

現金及び現金
同等物 

981,735千円

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

中間期末
残高 

相当額 
工具器具 
備品 

千円 
33,000 

千円 
7,460 

千円
25,540 

その他 4,587 458 4,128
合計 37,587 7,918 29,668

  取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

中間期末
残高 

相当額 
工具器具 
備品 

千円
59,802 

千円
17,815 

千円
41,986 

その他 4,587 1,376 3,210
合計 64,389 19,191 45,197

取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高
相当額 

工具器具
備品 

千円 
33,000 

千円 
10,760 

千円 
22,240 

その他 4,587 917 3,669 
37,587 11,677 25,909 

 (注)取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

 (注)     同左   (注)取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定しております。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 7,517千円

１年超 22,150千円

合計 29,668千円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 12,621千円

１年超 32,575千円

合計 45,197千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 7,517千円

１年超 18,392千円

合計 25,909千円

 (注)未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

 (注)     同左  (注)未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 3,758千円

減価償却費 
相当額 

3,758千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 6,310千円

減価償却費
相当額 

6,310千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 7,517千円

減価償却費
相当額 

7,517千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

時価評価されていない主な有価証券 

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いておりま 

 す。 

  

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いておりま 

 す。 

  

前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いておりま 

 す。 

  

区分 
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

内容 
中間連結貸借対照表 
計上額（千円） 

中間連結貸借対照表 
計上額（千円） 

連結貸借対照表計上額 
（千円） 

(1) その他有価証券 
   非上場株式 3,370 3,370 

 
3,370 

計 3,370 3,370 3,370 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

  

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（注）１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

   ２ 各事業の主な製品又は事業の内容 

    (1) 音楽映像事業…………………ＶＨＳビデオ、ＤＶＤ、音楽ＣＤ、音楽原盤制作等 

        (2) デジタルコンテンツ事業……ゲームソフト、ＰＣソフト 

        (3) アミューズメント事業………アミューズメント施設運営 

        (4) その他の事業…………………舞台公演 

   ３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（233,393千円）の主なものは、親会社 

本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

（注）１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

   ２ 各事業の主な製品又は事業の内容 

    (1) 音楽映像事業…………………ＶＨＳビデオ、ＤＶＤ、音楽ＣＤ、音楽原盤制作等 

        (2) デジタルコンテンツ事業……ゲームソフト、ＰＣソフト 

        (3) アミューズメント事業………アミューズメント施設運営 

        (4) 舞台公演事業…………………舞台公演 

      なお、「舞台公演事業」は前連結会計年度まで「その他の事業」としておりましたが、重要性が増し 

     たため当連結会計年度より区分表示しております。 

   ３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（318,666千円）の主なものは、親会社 

本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  

  

音楽映像 

事業 

(千円) 

デジタル 

コンテンツ 

事業(千円) 

アミューズ 

メント事業 

(千円) 

その他の 

事業 

(千円) 

計 

 (千円) 

消去 

又は全社 

(千円) 

連結 

(千円) 

売上高               
(1)外部顧客に 
  対する売上高 

2,266,948 1,455,456 1,047,402 186,345 4,956,153 － 4,956,153 

(2)セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

700 － － － 700 (700) － 

計 2,267,648 1,455,456 1,047,402 186,345 4,956,853 (700) 4,956,153 

営業費用 2,554,944 1,541,119 1,074,574 132,533 5,303,172 230,540 5,533,713 

営業利益又は 
営業損失(△) 

△287,295 △85,663 △27,172 53,811 △346,319 (231,240) △577,560 

  

音楽映像 

事業 

(千円) 

デジタル 

コンテンツ 

事業(千円) 

アミューズ 

メント事業 

(千円) 

舞台公演 

事業 

(千円) 

計 

 (千円) 

消去 

又は全社 

(千円) 

連結 

(千円) 

売上高               
(1)外部顧客に 
  対する売上高 

1,912,119 2,431,983 468,974 203,181 5,016,259 － 5,016,259 

(2)セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

100 － － － 100 (100) － 

計 1,912,219 2,431,983 468,974 203,181 5,016,359 (100) 5,016,259 

営業費用 1,728,872 2,731,772 463,850 164,847 5,089,343 291,721 5,381,064 

営業利益又は 
営業損失(△) 

183,347 △299,789 5,124 38,334 △72,983 (291,821) △364,805 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注）１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

   ２ 各事業の主な製品又は事業の内容 

    (1) 音楽映像事業…………………ＶＨＳビデオ、ＤＶＤ、音楽ＣＤ、音楽原盤制作等 

        (2) デジタルコンテンツ事業……ゲームソフト、ＰＣソフト 

        (3) アミューズメント事業………アミューズメント施設運営 

        (4) その他の事業…………………舞台公演 

   ３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（399,833千円）の主なものは、親会社 

本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

  

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が90％を超えているため、記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

（注）１ 区分は、国別によっております。 

   ２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配布不能営業費用（318,666千円）の主なものは、親会社 

    本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  

  

音楽映像 

事業 

(千円) 

デジタル 

コンテンツ 

事業(千円) 

アミューズ 

メント事業 

(千円) 

その他の 

事業 

(千円) 

計 

(千円) 

消去 

又は全社 

(千円) 

連結 

(千円) 

売上高               
(1)外部顧客に対す

る売上高 
4,591,314 5,081,967 2,315,800 498,661 12,487,743 － 12,487,743

(2)セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

32,156 － － － 32,156 (32,156) －

計 4,623,471 5,081,967 2,315,800 498,661 12,519,900 (32,156) 12,487,743

営業費用 5,517,092 4,842,900 2,396,662 383,656 13,140,312 399,833 13,540,146

営業利益又は 
営業損失(△) 

△893,621 239,067 △80,862 115,004 △620,412 (431,990) △1,052,402

  
日本 

(千円) 

イギリス 

(千円) 

アメリカ 

(千円) 

計 

(千円) 

消去 

又は全社 

(千円) 

連結 

(千円) 

売上高             
(1)外部顧客に対す

る売上高 
4,347,857 668,401 － 5,016,259 － 5,016,259

(2)セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

128,432 － － 128,432 (128,432) －

計 4,476,289 668,401 － 5,144,691 (128,432) 5,016,259

営業費用 4,619,767 569,091 1,971 5,190,830 190,234 5,381,064

営業利益又は 

営業損失(△) 
△143,477 99,310 △1,971 △46,138 (318,666) △364,805



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注） 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配布不能営業費用（135,371千円）の主なものは、親会社 

   本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  

  

【海外売上高】 

  

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 欧州………イギリス、フランス、スペイン 

(2) 北米………アメリカ 

(3) アジア……韓国、台湾 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。 

２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 欧州………イギリス、ドイツ 

(2) アジア……韓国、台湾 

(3) 北米………アメリカ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  
日本 

(千円) 

イギリス 

(千円) 

アメリカ 

(千円) 

計 

(千円) 

消去 

又は全社 

(千円) 

連結 

(千円) 

売上高             
(1)外部顧客に対す

る売上高 
(2)セグメント間の

内部売上高又は
振替高 

11,146,283 1,341,460 － 12,487,743 － 12,487,743

321,134 － － 321,134 (321,134) －

計 11,467,418 1,341,460 － 12,808,878 (321,134) 12,487,743

営業費用 12,148,578 1,250,921 5,274 13,404,774 135,371 13,540,146

営業利益又は 
営業損失(△) 

△681,159 90,538 △5,274 △595,896 (456,506) △1,052,402

  欧州 北米 アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 684,265 153,698 6,491 22,339 866,794 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － － 5,016,259 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合（％） 13.6 3.1 0.1 0.4 17.3 

  欧州 アジア 北米 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 1,341,460 301,174 241,712 1,884,347 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － 12,487,743 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合（％） 10.7 2.4 1.9 15.1 



(企業結合等関係) 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

（共通支配下の取引等） 

吸収合併 

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含

む取引の概要 

(1) 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容 

①結合企業 

㈱マーベラスエンターテイメント 

音楽・映像の企画・制作・発売、芸術演芸の興行他 

②被結合企業 

㈱マーベラス音楽出版 

音楽著作権管理 

㈱マーベラスインタラクティブ 

家庭用ゲームソフトの企画、開発、制作、発売 

(2) 企業結合の法的形式 

㈱マーベラス音楽出版 

当社を存続会社とする吸収合併方式（会社法第796条第３項に定める簡易合併ならびに会社法第784条第１項に定める略式

合併） 

㈱マーベラスインタラクティブ 

当社を存続会社とする吸収合併方式（会社法第784条第１項に定める簡易合併） 

(3) 結合後企業の名称 

㈱マーベラスエンターテイメント 

(4) 取引の目的を含む取引の概要 

①吸収合併の目的 

経営統合することで、内部統制の観点からの効率的業務の運営および音楽・映像・ゲームの更なる融合、各部門のシナジ

ー効果の向上を図ることを目的として、合併するものであります。 

②吸収合併の日 

㈱マーベラス音楽出版 

平成19年４月１日 

㈱マーベラスインタラクティブ 

平成19年６月30日 

２．実施した会計処理の概要 

本吸収合併は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成17年12月27日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理

を行っております。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

２ １株当たり中間純利益又は中間（当期）純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額 
32,944円23銭 28,087円95銭 21,975円39銭

１株当たり中間純損失 １株当たり中間純利益 １株当たり当期純損失 
7,014円15銭 6,132円58銭 18,072円13銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益については、１株当たり中
間純損失であるため記載しておりま
せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益については、希薄化効果を
有している潜在株式が存在しないた
め記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益については、１株当たり当
期純損失であるため記載しておりま
せん。 

  
当社は平成18年４月１日付で株式

１株につき２株の株式分割を行って
おります。当該株式分割が前期首に
行われたと仮定した場合の１株当た
り情報については、それぞれ以下の
とおりであります。 

  

前中間連結 
会計期間 

前連結 
会計年度 

１株当たり 
純資産額 

１株当たり 
純資産額 

27,547円97銭 40,452円94銭
１株当たり 
中間純利益 

１株当たり 
当期純利益 

2,236円22銭 6,588円15銭
潜在株式調整後 
１株当たり中間
純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期
純利益 

2,141円87銭 6,303円14銭

  
  
  
  

当社は平成18年４月１日付で株式
１株につき２株の株式分割を行って
おります。当該株式分割が前期首に
行われたと仮定した場合の前連結会
計年度の１株当たり情報について
は、それぞれ以下のとおりでありま
す。 
１株当たり純資産額 

40,452円94銭
１株当たり当期純利益 

6,588円15銭
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

6,303円14銭
  

項目 
前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日) 
当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末

(平成19年３月31日) 
中間連結貸借対照表(連結貸借対照表)の純資産の部の合

計額（千円） 
2,809,094 2,468,202 1,915,930 

普通株式に係る純資産額（千円） 2,783,128 2,372,870 1,856,480 

差額の主な内訳（千円）      

 少数株主持分 25,966 95,331 59,449

普通株式の発行済株式数（株） 84,480 84,480 84,480 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数

（株） 
84,480 84,480 84,480

項目 
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間連結損益計算書上の中間純利益又は中間（当期） 
純損失(△)（千円） 

△591,937 518,080 △1,525,938

普通株式に係る中間純利益又は中間（当期）純損失(△)

（千円） 
△591,937 518,080 △1,525,938

普通株式の期中平均株式数（株） 84,392 84,480 84,436 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定に

用いられた普通株式増加数の主要な内訳（株） 
  新株予約権 

 

  
－ 

 

  
－ 

 

  
－ 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益の算定に含まれなかった潜在株式の

概要 

第２回～第４回新株予

約権（新株予約権の数

5,308株） 

第２回～第４回新株予

約権（新株予約権の数

1,187個） 

第２回～第４回新株予

約権（新株予約権の数

1,219個） 



(重要な後発事象)  
  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――――― ――――― （連結子会社との合併） 
平成19年４月１日を効力発生日と

して、当社の連結子会社である株式
会社マーベラス音楽出版を吸収合併
いたしました。 

  １ 当該吸収合併の目的 
当社と連結子会社である株式会

社マーベラス音楽出版が経営統合
することで、スピーディーな顧客
サービスの実現及び業務の効率的
な運用を図るため、合併するもの
であります。 

  ２ 当該吸収合併の相手会社の概要 
商号 

株式会社マーベラス音楽出版 
本店の所在地 

東京都渋谷区恵比寿4-20-3 
代表者の氏名 

代表取締役社長 牧野 幸文 
資本金     10百万円 
純資産の額   98百万円 
総資産の額  129百万円 
売上高    157百万円 
当期純利益   42百万円 
事業の内容  音楽著作権管理 

  ３ 当該吸収合併の方法 
当社を存続会社とする吸収合併

方式（会社法第796条第3項に定め
る簡易合併ならびに会社法第784条
第1項に定める略式合併）とし、株
式会社マーベラス音楽出版は解散
いたします。 
また、当社は株式会社マーベラ

ス音楽出版の全株式を所有してお
り、合併による新株式の発行及び
合併交付金の支払は行いません。 

  
――――― ――――― （事業の一部分社化並びに新設会社

の株式譲渡） 
  当社は、平成19年６月１日付でア

ミューズメント部門の一部を会社分
割（新設分割）により新設会社に継
承し、同日、当該新設会社の発行済
株式のすべてを譲渡いたしました。 

  １ 当該新設分割の目的 
当社は総合エンターテイメント

企業を目指して、音楽映像事業、
デジタルコンテンツ事業、アミュ
ーズメント事業を3本柱として事業
展開して参りましたが、当社グル
ープとして今後の更なる成長を実
現するために、音楽映像事業並び
にデジタルコンテンツ事業へ経営
資源を集中させる必要があると判
断し、アミューズメント事業部門
の5店舗を会社分割し、同新設立会
社の全株式を株式会社アトラスへ
譲渡することに致しました。これ
により、財務体質を強化するとと
もに、市場における優位性の確保
を図り、企業価値の向上を目的と
しております。 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ２ 当該新設分割の方法、割当ての
内容及び計画 

  (1) 分割の日程
当社取締役会 
（新設分割承認決議） 



  

平成19年３月20日
株式譲渡契約締結 

平成19年３月20日
分割期日（効力発生日） 

平成19年６月１日
分割登記 

平成19年６月１日
なお、本件会社分割は会社法第

805条の規定に基づき株式総会の
承認を得ないで分割を行う簡易分
割であります。 

(2) 分割方式 
当社を分割会社とし、新設の株

式会社マッドを承継会社とする新
設分割であります。 

(3) 株式の割当 
新設分割に際し、新設会社株式

会社マッドは普通株式200株を発
行し、当社に200株（100％）を割
当てます。 

(4) 分割交付金 
分割交付金の支払いはありませ

ん。 
(5) 分割会社の新株予約権及び新株
予約権付社債に関する取扱い 
該当事項はありません。 

(6) 新設会社が継承する権利義務 
新設会社は、分割期日において

当社アミューズメント部門の５店
舗に係わる資産、負債、契約関係
及びこれらに付随する権利義務を
継承いたします。 

(7) 債務履行の見込み 
本分割後の事業活動において、

債務の履行に影響を及ぼす事象の
発生は、現在のところ予想されて
いないことから、分割会社ならび
に新設会社が負担すべき債務の履
行の確実性に問題はないものと判
断しております。 

  ３ 新設分割に係る割当ての内容の
算定根拠 
単独での分社型新設分割である

ため、第三者機関による算定は実
施しておりません。また、新設分
割設立会社は当社の100％子会社で
あることから、新設分割設立会社
の資本金等の額を考慮して、割当
株式数を決定いたしました。 

  ４ 新設分割する事業の規模 
売上高 1,135百万円 

（平成18年３月期）



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ５ 当該新設分割の後の新設会社 
商号 

株式会社マッド 
本店の所在地 

東京都渋谷区恵比寿4-20-3 
代表者の氏名 

代表取締役社長 猪狩 茂 
資本金     10百万円 
純資産の額  872百万円 
総資産の額  876百万円 
事業の内容 

アミューズメント事業 
  ６ 株式譲渡先

商号 
株式会社アトラス 

本店の所在地 
東京都新宿区神楽坂4-8 

代表者の氏名 
代表取締役社長 猪狩 茂 

資本金   8,450百万円 
事業の内容 

アミューズメント事業 
  ７ 株式譲渡価額

1,730百万円（調整あり） 
  ８ 株式譲渡の日程 

平成19年３月20日 
当社取締役会 
（株式譲渡承認決議） 

平成19年３月20日 
株式譲渡契約締結 

平成19年６月１日 
株式譲渡日 



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額 (千円) 構成比

(％) 金額 (千円)
構成比
(％) 金額 (千円) 構成比

(％) 

(資産の部)                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金   279,266     500,477     494,488    

２ 受取手形   10,500     －     －    

３ 売掛金   1,174,779     970,753     1,001,468    

４ たな卸資産   1,149,752     2,341,896     234,944    

５ 前渡金   329,211     559,466     405,742    

６ 短期貸付金   1,536,741     31,678     1,527,311    

７ その他 ※2 249,508     310,204     290,571    

貸倒引当金   △7,258     △12,841     △12,841    

流動資産合計     4,722,500 62.6   4,701,634 81.7   3,941,684 58.6

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産 ※1 －     140,194     －    

(1) 建物   293,053     －     383,795    

(2) アミューズメント 
  施設機器 

  1,170,069   － 1,021,315   

(3) その他   28,179     －     24,561    

有形固定資産合計   1,491,301     140,194     1,429,672    

２ 無形固定資産   87,953     114,747     82,611    

３ 投資その他の資産                    

(1) 関係会社株式   536,645     381,645     491,645    

(2) 敷金保証金   317,879     116,699     330,940    

(3) 関係会社長期 
  貸付金 

  －     310,000     210,000    

(4) その他   387,338     61,476     323,001    

貸倒引当金   －     △73,250     △85,000    

投資その他の資産 
合計 

  1,241,863   796,570 1,270,587   

固定資産合計     2,821,118 37.4   1,051,512 18.3   2,782,871 41.4

資産合計     7,543,618 100.0   5,753,147 100.0   6,724,555 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額 (千円) 構成比

(％) 金額 (千円)
構成比
(％) 金額 (千円) 構成比

(％) 

(負債の部)                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 買掛金   620,412     437,452     330,243    

２ 短期借入金   2,600,000     1,100,000     3,200,000    

３ 未払金   939,736     528,723     949,312    

４ 未払印税   670,549     687,983     816,436    

５ 未払法人税等   7,636     12,196     3,035    

６ 前受金   174,751     82,454     137,103    

７ 賞与引当金   38,970     49,435     28,724    

８ その他   25,972     28,523     41,870    

流動負債合計     5,078,029 67.3   2,926,768 50.9   5,506,726 81.9

Ⅱ 固定負債                    

１ 長期借入金   400,000     400,000     400,000    

２ 預り保証金   8,088     519     8,842    

固定負債合計     408,088 5.4   400,519 6.9   408,842 6.1

負債合計     5,486,117 72.7   3,327,287 57.8   5,915,569 88.0

(純資産の部)                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金     878,539 11.6   878,539 15.3   878,539 13.0

２ 資本剰余金                    

(1) 資本準備金   880,059     880,059     880,059    

資本剰余金合計     880,059 11.7   880,059 15.3   880,059 13.1

３ 利益剰余金                    

(1) その他利益剰余金                    

繰越利益剰余金   298,902     667,261     △949,612    

利益剰余金合計     298,902 4.0   667,261 11.6   △949,612 △14.1

株主資本合計     2,057,500 27.3   2,425,859 42.2   808,986 12.0

純資産合計     2,057,500 27.3   2,425,859 42.2   808,986 12.0

負債純資産合計     7,543,618 100.0   5,753,147 100.0   6,724,555 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額 (千円) 百分比

(％) 金額 (千円)
百分比
(％) 金額 (千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     3,230,635 100.0   2,911,079 100.0   6,763,956 100.0

Ⅱ 売上原価     3,039,986 94.1   2,254,645 77.5   6,723,394 99.4

売上総利益     190,648 5.9   656,434 22.5   40,561 0.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費     620,596 19.2   838,781 28.8   1,280,164 18.9

営業損失(△)     △429,948 △13.3   △182,347 △6.3   △1,239,602 △18.3

Ⅳ 営業外収益 ※1   88,090 2.7   45,912 1.6   130,453 1.9

Ⅴ 営業外費用 ※2   9,831 0.3   28,445 1.0   118,928 1.8

経常損失(△)     △351,688 △10.9   △164,880 △5.7   △1,228,077 △18.2

Ⅵ 特別利益 ※3   58,861 1.8   1,806,030 62.0   96,495 1.4

Ⅶ 特別損失 ※4   33,664 1.0   21,801 0.7   414,547 6.1

税引前中間純利益 
又は税引前中間 
(当期)純損失(△) 

   △326,491 △10.1 1,619,349 55.6   △1,546,129 △22.9

法人税、住民税 
及び事業税   8,655   2,475 37,531   

法人税等調整額   60,244 68,899 2.1 － 2,475 0.1 60,244 97,775 1.4

中間純利益又は 
中間(当期)純損失 
(△) 

   △395,391 △12.2 1,616,873 55.5   △1,643,905 △24.3

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

  

株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 872,442 873,961 746,993 2,493,396 2,493,396 

中間会計期間中の変動額           

 新株の発行 6,097 6,097   12,195 12,195 

 剰余金の配当（注）     △52,700 △52,700 △52,700 

 中間純損失     △395,391 △395,391 △395,391 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 6,097 6,097 △448,091 △435,895 △435,895 

平成18年９月30日残高(千円) 878,539 880,059 298,902 2,057,500 2,057,500 

  

株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 878,539 880,059 △949,612 808,986 808,986 

中間会計期間中の変動額           

 中間純利益     1,616,873 1,616,873 1,616,873 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) ― ― 1,616,873 1,616,873 1,616,873 

平成19年９月30日残高(千円) 878,539 880,059 667,261 2,425,859 2,425,859 

  

株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 872,442 873,961 746,993 2,493,396 2,493,396 

事業年度中の変動額           

 新株の発行 6,097 6,097   12,195 12,195 

 剰余金の配当（注）     △52,700 △52,700 △52,700 

 当期純損失     △1,643,905 △1,643,905 △1,643,905 

事業年度中の変動額合計(千円) 6,097 6,097 △1,696,605 △1,684,410 △1,684,410 

平成19年３月31日残高(千円) 878,539 880,059 △949,612 808,986 808,986 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

①子会社株式 

移動平均法による原価法 

②その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

①子会社株式 

同左 

②その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

①子会社株式 

同左 

②その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

(2)    ――――― 

  

(2) デリバティブ 

時価法 

(2) デリバティブ 

同左 

(3) たな卸資産 

①製品及び原材料 

移動平均法による原価法 

②仕掛品 

個別法による原価法 

③映像コンテンツ 

見積回収期間にわたる月次均

等償却 

なお、映画に関しては劇場

上映時と映像化商品発売時の

予想収益に応じて按分し、そ

れぞれ収益獲得時に一括償却

しております。 

④貯蔵品 

最終仕入原価法 

(3) たな卸資産 

①製品及び原材料 

同左 

②仕掛品 

同左 

③映像コンテンツ 

同左 

  

  

  

  

  

  

④貯蔵品 

同左 

(3) たな卸資産 

①製品及び原材料 

同左 

②仕掛品 

同左 

③映像コンテンツ 

同左 

  

  

  

  

  

  

④貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

アミューズメント施設機器 

２年から３年 

ただし、建物（建物附属設

備は除く）については定額法

を採用しております。 

また、取得価額が10万円以

上20万円未満の資産について

は、３年均等償却によってお

ります。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法を採用しておりま

す。ただし、建物（建物附属

設備は除く）については定額

法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

工具器具備品 

４年から15年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

アミューズメント施設機器 

２年から３年 

ただし、建物（建物附属設

備は除く）については定額法

を採用しております。 

また、取得価額が10万円以

上20万円未満の資産について

は、３年均等償却によってお

ります。 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しておりま

す。 

なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっておりま

す。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 



  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(3) 長期前払費用 

均等償却によっておりま

す。 

なお、償却期間について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっておりま

す。 

(3)   ――――― (3)   ――――― 

  

３ 繰延資産の処理方法 

新株発行費 

支出時に全額費用として処

理しております。 

３    ――――― ３    ――――― 

４ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

４ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

４ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給

に充てるため、支給見込額の

うち当中間会計期間に負担す

べき金額を計上しておりま

す。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給

に充てるため、支給見込額の

うち当事業年度に負担すべき

金額を計上しております。 

５ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

５ リース取引の処理方法 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

金利スワップは、特例処理

の要件を満たしておりますの

で、特例処理を採用しており

ます。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金の利息 

③ヘッジの方針 

当社グループは、借入金の

金利変動リスクを回避する目

的で金利スワップ取引を行っ

ており、ヘッジ対象の識別は

個別契約毎に行っておりま

す。 

６ ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

③ヘッジの方針 

同左 

  

６ ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

③ヘッジの方針 

同左 

  

  

  

  

  



  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

④ヘッジ有効性評価の方法 

リスク管理方針に従って、

以下の条件を満たす金利スワ

ップを締結しております。 

Ⅰ 金利スワップの想定元本

と長期借入金の元本金額が

一致している。 

Ⅱ 金利スワップと長期借入

金の契約期間及び満期が一

致している。 

Ⅲ 長期借入金の変動金利の

インデックスと金利スワッ

プで受払いされる変動金利

のインデックスが、みずほ

CB TIBOR(3ヶ月物)＋0.8％

で一致している。 

Ⅳ 長期借入金と金利スワッ

プの金利改定条件が一致し

ている。 

Ⅴ 金利スワップの受払い条

件がスワップ期間を通じて

一定である。 

従って、金利スワップの特

例処理の要件を満たしている

ので中間決算日における有効

性の評価を省略しておりま

す。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

従って、金利スワップの特

例処理の要件を満たしている

ので決算日における有効性の

評価を省略しております。 

７ その他中間財務諸表作成のため 

  の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

７ その他中間財務諸表作成のため 

  の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

７ その他財務諸表作成のための基 

  本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更  

  

  

  

表示方法の変更 

  

  

  

追加情報 

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月9日 企業会計基準第5号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準適用指針第8

号）を適用しております。 

なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は2,057,500千円であ

ります。 

  

中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準第5号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12月9日

企業会計基準適用指針第8号）を適用

しております。 

なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は808,986千円であり

ます。 

  

財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における財務諸表は、改正

後の財務諸表等規則により作成して

おります。 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

――――― 

  

（中間貸借対照表） 

前中間会計期間において、有形固定資産に区分掲記し

ておりました「建物」は重要性が低く、また「アミュー

ズメント施設機器」は残高が零となったため、「その

他」を含めて、当中間会計期間においては「有形固定資

産」として表示しております。 

なお、当中間会計期間の有形固定資産に含まれる当該

金額は、次の通りであります。 

建物           23,722千円 

アミューズメント施設機器   －千円 

その他          116,471千円 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――――― ――――― （アミューズメント事業部門の一部

事業譲渡） 

    当社は平成19年3月20日開催の取締

役会において、平成19年7月1日を目

途にアミューズメント部門の一部を

事業譲渡することを決議しました。 



  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  １ 当該事業の譲渡の目的 

当社は総合エンターテイメント

企業を目指して、音楽映像事業、

デジタルコンテンツ事業、アミュ

ーズメント事業を3本柱として事業

展開して参りましたが、当社グル

ープとして今後の更なる成長を実

現するために、音楽映像事業並び

にデジタルコンテンツ事業へ経営

資源を集中させる必要があると判

断し、アミューズメント事業部門

の3店舗を株式会社ザ・サードプラ

ネットへ譲渡することに致しまし

た。これにより、財務体質を強化

するとともに、市場における優位

性の確保を図り、企業価値の向上

を目的としております。 

  ２ 当該事業の譲渡先 

(1)名称 

株式会社ザ・サードプラネット 

(2)住所 

横浜市都筑区中川中央1-25-1 

(3)代表者の氏名 

代表取締役社長 長野 和史 

(4)資本金 

273百万円 

(5)事業の内容 

アミューズメント施設運営 

    ３ 当該事業譲渡の内容 

(1)事業譲渡する事業内容 

アミューズメント施設運営 

(2)譲渡する事業の規模 

売上高129百万円 

（平成18年3月期） 

※ 譲渡対象の3店舗中2店舗

は、平成18年4月以降に営

業を開始しております。 

(3)譲渡価額   未定 

(4)譲渡の日程 

①事業譲渡承認取締役会 

平成19年3月20日 

（なお、本件事業譲渡は会社

法第467条の規定に基づき株主

総会の承認を得ないで行いま

す。） 

②基本合意書締結 

平成19年3月20日 

③事業譲渡契約締結   未定 

④事業譲渡日      未定 
――――― ――――― （連結子会社との合併） 

    当社は平成19年3月20日開催の取

締役会において、平成19年6月30日

を効力発生日として当社の特定子

会社である株式会社マーベラスイ

ンタラクティブを吸収合併するこ

とを決議し、平成19年3月20日に合

併契約書を締結いたしました。 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

    １ 当該吸収合併の目的 

    当社と特定子会社である株式会

社マーベラスインタラクティブが

経営統合することで、内部統制の

観点からの効率的業務の運営およ

び音楽・映像とゲームの更なる融

合、各部門のシナジー効果の向上

を図るため、合併するものであり

ます。 

    ２ 合併に関する事項 

    (1)当該吸収合併の相手会社の商

号、本店の住所地、代表者の氏

名、資本金、純資産の額、総資

産の額、売上高、当期純利益お

よび事業の内容 

①商号 

株式会社マーベラスインタラ

クティブ 

②本店の所在地 

東京都渋谷区恵比寿4-20-3 

③代表者の氏名 

和田 康宏 

④資本金 

100百万円 

⑤純資産の額 

1,086百万円 

(平成19年3月31日現在) 

⑥総資産の額 

3,071百万円 

(平成19年3月31日現在) 

⑦売上高 

3,997百万円(平成19年3月期) 

⑧当期純利益 

130百万円(平成19年3月期) 

⑨事業の内容 

家庭用ゲームソフトの企画・

開発・制作・発売 

    (2)当該吸収合併の方法 

    当社を存続会社とする吸収合併

方式（会社法第784条第1項に定め

る簡易合併）とし、株式会社マー

ベラスインタラクティブは解散い

たします。 

また、当社は株式会社マーベラ

スインタラクティブの全株式を所

有しており、合併による新株式の

発行および合併交付金の支払は行

いません。 

――――― （償却可能限度額の会計処理） ――――― 

  平成19年３月31日以前に取得した

減価償却資産については、償却可能

限度額まで償却が終了した翌年から

５年間で備忘価格が１円になるまで

均等償却する方法によっておりま

す。 

なお、当該変更に伴う損益に与え

る影響は、軽微であります。 

  



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,360,850千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

185,993千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,580,181千円

※２ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、流動資産の「その

他」に含めて表示しております。 

※２ 消費税等の取扱い 

同左 

※２    ――――― 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 7,111千円

受取配当金 60,220千円

為替差益 3,493千円

受取手数料 9,211千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 9,091千円

受取配当金 400千円

消耗品売却額 6,259千円

受取手数料 26,526千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 21,608千円

受取配当金 60,220千円

為替差益 6,984千円

受取手数料 20,549千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 7,288千円

株式分割費用 2,227千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 20,114千円

為替差損 8,115千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 29,533千円

貸倒引当金
繰入額 

85,000千円

株式分割費用 2,227千円

※３ 特別利益の主要項目 

固定資産売却益  

 アミューズメ
ント施設機器 

52,824千円

 その他(車両運
搬具) 

1,127千円

※３ 特別利益の主要項目 

関係会社株式
売却益 

857,481千円

抱合せ株式
消滅差益 

815,979千円

事業譲渡益 112,382千円

固定資産売却益  

 アミューズメ
ント施設機器 

3,529千円

※３ 特別利益の主要項目 

固定資産売却益  

アミューズメ
ント施設機器 

83,619千円

その他(車両運
搬具) 

1,127千円

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産売却損  

 アミューズメ
ント施設機器 

6,957千円

固定資産除却損  
 アミューズメ
ント施設機器 

422千円

 その他(ソフト
ウェア) 

22,345千円

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産売却損  

 アミューズメ
ント施設機器 

16,517千円

固定資産除却損
 アミューズメ
ント施設機器 

4,928千円

 電話加入権 356千円

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産売却損  

アミューズメ
ント施設機器 

23,060千円

固定資産除却損  
アミューズメ
ント施設機器 

883千円

その他(ソフト
ウェア) 

22,345千円

関係会社株式 
評価損 

44,999千円

減損損失 102,633千円
フランチャイズ
契約解約違約金 

153,743千円

契約金、保証金
解約損 

66,858千円



  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

    ○減損損失の内容 

当社は、以下の資産について減

損損失を計上しました。 

用途 種類 場所 
金額 
(千円) 

アミュー
ズメント
施設 

建物付属
設備 

千葉県
市川市 

 
95,145

アミュー
ズメント
施設 

アミュー
ズメント
施設機器 

新潟県 
新潟市 

7,488

合計 102,633

    （経緯） 

会社分割によるアミューズメン

ト事業部門の一部分社化並びに新

設株式会社の株式譲渡、及びアミ

ューズメント事業部門の一部事業

譲渡が確定したため、再利用可能

な資産を除いた帳簿価額を回収可

能額まで減額し、当該減少額を減

損損失として認識しました。 

    （グルーピングの方法） 

当社は減損の兆候を把握するに

当たり、処分予定資産を除き、事

業部門を基準とした管理会計上の

区分に従ってグルーピングを行っ

ております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

使用価値を零として算定 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 321,519千円

無形固定資産 7,105千円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 140,784千円

無形固定資産 12,552千円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 807,117千円

無形固定資産 16,491千円



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

中間期末
残高 

相当額 
工具器具 
備品 

千円 
11,850 

千円 
2,172 

千円
9,677 

その他 4,587 458 4,128
合計 16,437 2,631 13,805

  取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

中間期末
残高 

相当額 
工具器具 
備品 

千円
20,313 

千円
5,147 

千円
15,166 

その他 4,587 1,376 3,210
合計 24,900 6,523 18,377

取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高
相当額 

工具器具
備品 

千円 
11,850 

千円 
3,357 

千円 
8,492 

その他 4,587 917 3,669 
合計 16,437 4,274 12,162 

 (注)取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

 (注)     同左  (注)取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定しております。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 3,287千円

１年超 10,518千円

合計 13,805千円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 4,496千円

１年超 13,881千円

合計 18,377千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 3,287千円

１年超 8,874千円

合計 12,162千円

 (注)未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

 (注)     同左  (注)未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 1,643千円

減価償却費相当額 1,643千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 2,248千円

減価償却費相当額 2,248千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 3,287千円

減価償却費相当額 3,287千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

  

前中間会計期間末（平成18年９月30日） 

 子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当中間会計期間末（平成19年９月30日） 

 子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度末（平成19年３月31日） 

 子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

  

(企業結合等関係) 

当中間会計期間末（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

(1) 中間連結財務諸表 注記事項の（企業結合等関係）に記載のとおりであります。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

２ １株当たり中間純利益又は中間（当期）純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益 

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額 
24,354円89銭 28,715円20銭 9,576円07銭

１株当たり中間純損失 １株当たり中間純利益 １株当たり当期純損失 
4,685円17銭 19,139円13銭 19,469円25銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益については、１株当たり中
間純損失であるため記載しておりま
せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益については、希薄化効果を
有している潜在株式が存在しないた
め記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益については、１株当たり当
期純損失であるため記載しておりま
せん。 

  
当社は平成18年４月１日付で株式

１株につき２株の株式分割を行って
おります。当該株式分割が前期首に
行われたと仮定した場合の１株当た
り情報については、それぞれ以下の
とおりであります。 

前中間会計 
期間 

前事業年度 

１株当たり 
純資産額 

１株当たり 
純資産額 

20,773円76銭 29,570円65銭
１株当たり 
中間純利益 

１株当たり 
当期純利益 

1,647円45銭 1,175円62銭
潜在株式調整後 
１株当たり中間
純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期
純利益 

1,577円94銭 1,124円76銭

  
  
  

当社は平成18年４月１日付で株式
１株につき２株の株式分割を行って
おります。当該株式分割が前期首に
行われたと仮定した場合の前事業年
度の１株当たり情報については、そ
れぞれ以下のとおりであります。 
  
１株当たり純資産額 

29,570円65銭
１株当たり当期純利益 

1,175円62銭
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

1,124円76銭

項目 
前中間会計期間末

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 
前事業年度末

(平成19年３月31日) 

中間貸借対照表(貸借対照表)の純資産の部の合計額（千

円） 
2,057,500 2,425,859 808,986 

普通株式に係る純資産額（千円） 2,057,500 2,425,859 808,986 

普通株式の発行済株式数（株） 84,480 84,480 84,480 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数

（株） 
84,480 84,480 84,480 

項目 
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間損益計算書上の中間純利益又は中間（当期）純損失

(△)（千円） 
△395,391 1,616,873 △1,643,905 

普通株式に係る中間純利益又は中間（当期）純損失(△)

（千円） 
△395,391 1,616,873 △1,643,905 

普通株式の期中平均株式数（株） 84,392 84,480 84,436 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定に

用いられた普通株式増加数の主要な内訳（株） 
  新株予約権 

 

  
― 

 

  
― 

 

  
― 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益の算定に含まれなかった潜在株式の

概要 

第２回～第４回新株予約

権（新 株 予 約 権 の 数

5,308株） 

第２回～第４回新株予約

権（新 株 予 約 権 の 数

1,187個） 

第２回～第４回新株予約

権（新 株 予 約 権 の 数

1,219個） 



(重要な後発事象) 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――――― ――――― （連結子会社との合併） 
平成19年４月１日を効力発生日と

して、当社の連結子会社である株式
会社マーベラス音楽出版を吸収合併
いたしました。 

  １ 当該吸収合併の目的 
当社と連結子会社である株式会

社マーベラス音楽出版が経営統合
することで、スピーディーな顧客
サービスの実現及び業務の効率的
な運用を図るため、合併するもの
であります。 

  ２ 当該吸収合併の相手会社の概要 
商号 

株式会社マーベラス音楽出版 
本店の所在地 

東京都渋谷区恵比寿4-20-3 
代表者の氏名 

代表取締役社長 牧野 幸文 
資本金     10百万円 
純資産の額   98百万円 
総資産の額  129百万円 
売上高    157百万円 
当期純利益   42百万円 
事業の内容  音楽著作権管理 

  ３ 当該吸収合併の方法 
当社を存続会社とする吸収合併

方式（会社法第796条第3項に定め
る簡易合併ならびに会社法第784条
第1項に定める略式合併）とし、株
式会社マーベラス音楽出版は解散
いたします。 
また、当社は株式会社マーベラ

ス音楽出版の全株式を所有してお
り、合併による新株式の発行及び
合併交付金の支払は行いません。 

  
――――― ――――― （事業の一部分社化並びに新設会社

の株式譲渡） 
  当社は、平成19年６月１日付でア

ミューズメント部門の一部を会社分
割（新設分割）により新設会社に継
承し、同日、当該新設会社の発行済
株式のすべてを譲渡いたしました。 

  １ 当該新設分割の目的 
当社は総合エンターテイメント

企業を目指して、音楽映像事業、
デジタルコンテンツ事業、アミュ
ーズメント事業を3本柱として事業
展開して参りましたが、当社グル
ープとして今後の更なる成長を実
現するために、音楽映像事業並び
にデジタルコンテンツ事業へ経営
資源を集中させる必要があると判
断し、アミューズメント事業部門
の5店舗を会社分割し、同新設立会
社の全株式を株式会社アトラスへ
譲渡することに致しました。これ
により、財務体質を強化するとと
もに、市場における優位性の確保
を図り、企業価値の向上を目的と
しております。 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ２ 当該新設分割の方法、割当ての
内容及び計画 

  (1) 分割の日程
当社取締役会 
（新設分割承認決議） 

平成19年３月20日
株式譲渡契約締結 

平成19年３月20日
分割期日（効力発生日） 

平成19年６月１日
分割登記 

平成19年６月１日
なお、本件会社分割は会社法第

805条の規定に基づき株式総会の
承認を得ないで分割を行う簡易分
割であります。 

(2) 分割方式 
当社を分割会社とし、新設の株

式会社マッドを承継会社とする新
設分割であります。 

(3) 株式の割当 
新設分割に際し、新設会社株式

会社マッドは普通株式200株を発
行し、当社に200株（100％）を割
当てます。 

(4) 分割交付金 
分割交付金の支払いはありませ

ん。 
(5) 分割会社の新株予約権及び新株
予約権付社債に関する取扱い 
該当事項はありません。 

(6) 新設会社が継承する権利義務 
新設会社は、分割期日において

当社アミューズメント部門の５店
舗に係わる資産、負債、契約関係
及びこれらに付随する権利義務を
継承いたします。 

(7) 債務履行の見込み 
本分割後の事業活動において、

債務の履行に影響を及ぼす事象の
発生は、現在のところ予想されて
いないことから、分割会社ならび
に新設会社が負担すべき債務の履
行の確実性に問題はないものと判
断しております。 

  ３ 新設分割に係る割当ての内容の
算定根拠 
単独での分社型新設分割である

ため、第三者機関による算定は実
施しておりません。また、新設分
割設立会社は当社の100％子会社で
あることから、新設分割設立会社
の資本金等の額を考慮して、割当
株式数を決定いたしました。 

  ４ 新設分割する事業の規模 
売上高 1,135百万円 

（平成18年３月期）



  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ５ 当該新設分割の後の新設会社 
商号 

株式会社マッド 
本店の所在地 

東京都渋谷区恵比寿4-20-3 
代表者の氏名 

代表取締役社長 猪狩 茂 
資本金     10百万円 
純資産の額  872百万円 
総資産の額  876百万円 
事業の内容 

アミューズメント事業 
  ６ 株式譲渡先

商号 
株式会社アトラス 

本店の所在地 
東京都新宿区神楽坂4-8 

代表者の氏名 
代表取締役社長 猪狩 茂 

資本金   8,450百万円 
事業の内容 

アミューズメント事業 
  ７ 株式譲渡価額

1,730百万円（調整あり） 
  ８ 株式譲渡の日程 

平成19年３月20日 
当社取締役会 
（株式譲渡承認決議） 

平成19年３月20日 
株式譲渡契約締結 

平成19年６月１日 
株式譲渡日 



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

（1）半期報告書の訂正報告書 

事業年度 第10期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)の訂正報告書を平成19年４月25日関東財務局

長に提出。 

（2）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第10期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)平成19年６月25日関東財務局長に提出。 

（3）臨時報告書 

企業内容の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号(財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象の発生)の

規定に基づく臨時報告書を平成19年７月６日関東財務局長に提出。 

（100％出資の連結子会社㈱マーベラス音楽出版を吸収合併） 

（4）臨時報告書 

企業内容の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号(財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事

象の発生)の規定に基づく臨時報告書を平成19年７月24日関東財務局長に提出。 

（アミューズメント部門５店舗を新設分割、同社の全株式を㈱アトラスに譲渡） 

（5）臨時報告書 

企業内容の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号(財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象の発生)の

規定に基づく臨時報告書を平成19年７月24日関東財務局長に提出。 

（100％出資の特定子会社㈱マーベラスインタラクティブを吸収合併） 

（6）臨時報告書 

企業内容の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号(財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事

象の発生)の規定に基づく臨時報告書を平成19年８月10日関東財務局長に提出。 

（アミューズメント部門３店舗を㈱ザ・サードプラネットに事業譲渡） 

（7）有価証券報告書の訂正報告書 

訂正報告書（上記（2）有価証券報告書の訂正報告書）を平成19年10月17日関東財務局長に提出。 

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



独立監査人の中間監査報告書 

平成18年12月19日

株式会社マーベラスエンターテイメント 
取 締 役 会 御 中 

  

  

  

  

 
 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社マーベラスエンターテイメントの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度

の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、

中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社マーベラスエンターテイメント及び連結子会社の平成18年９月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

  

新 日 本 監 査 法 人 

指定社員
業務執行社員 公認会計士 湯  本  堅  司

指定社員
業務執行社員 公認会計士 唐  木  秀  明

指定社員
業務執行社員 公認会計士 那  須  伸  裕

  
(※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

平成19年12月19日

株式会社マーベラスエンターテイメント 
取 締 役 会 御 中 

  

  

  

  

 
 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社マーベラスエンターテイメントの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連

結会計年度の中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、

すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッ

シュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社マーベラスエンターテイメント及び連結子会社の平成19年９月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

  

新 日 本 監 査 法 人 

指定社員
業務執行社員 公認会計士 湯  本  堅  司

指定社員
業務執行社員 公認会計士 唐  木  秀  明

指定社員
業務執行社員 公認会計士 那  須  伸  裕

  
(※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

平成18年12月19日

株式会社マーベラスエンターテイメント 
取 締 役 会 御 中 

  

  

  

  

 
 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社マーベラスエンターテイメントの平成18年４月１日から平成19年３月30日までの第１０期事業

年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間

貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社マーベラスエンターテイメントの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をも

って終了する中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 

新 日 本 監 査 法 人 

指定社員
業務執行社員 公認会計士 湯  本  堅  司

指定社員
業務執行社員 公認会計士 唐  木  秀  明

指定社員
業務執行社員 公認会計士 那  須  伸  裕

  
(※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

平成19年12月19日

株式会社マーベラスエンターテイメント 
取 締 役 会 御 中 

  

  

  

  

 
 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社マーベラスエンターテイメントの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第

１１期事業年度の中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すな

わち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社マーベラスエンターテイメントの平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をも

って終了する中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 

新 日 本 監 査 法 人 

指定社員
業務執行社員 公認会計士 湯  本  堅  司

指定社員
業務執行社員 公認会計士 唐  木  秀  明

指定社員
業務執行社員 公認会計士 那  須  伸  裕

  
(※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 
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